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一　序－七八年憲法下の人民司法の「転換期」
１）七八年憲法下の人民司法の「転換」への本格的な始動
本稿は、中華人民共和国の旧1978年憲法下（以下、七八年憲法下と略称する）
の人民司法について、「正規化」と「転換期」というふたつのタームをキーワー
ドとして、それぞれ再考を行うものである。
まず、「正規化」についてであるが、筆者はかつて前々稿で五四年憲法下の
人民司法について一定の考察を行い(1)、また、前稿で「文革」期の人民司法に
ついて、「正規化」の対極に位置する「革命化」のハードな側面に着目して論
及したが(2)、あきらかに「文革」前の人民司法の「正規化」は「文革」期の「革
命化」によりひとまず挫折した。本稿では、きわめて過渡的な時期でもある
七八年憲法下におけるその「正規化」の再起動（刑事訴訟法の制定と施行）や
再展開（民事訴訟法の制定と試行）が考察の主な対象となる。
つぎに、七八年憲法下というこの過渡的な時期におけるその「転換」の意味
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合いについてみておこう。早速前稿でも取り上げた辻康吾の『転換期の中国』
という著作によれば、ここでの前提となる中国における革命と伝統についてこ
う説明することが可能であろう。つまりその「前文」で、「革命によって清算
されたはずの旧体制が、その形骸を失いながらも、社会主義を唱える今日にお
いても多くの人々と、人と人の関係の中になお根強く息づいていることは、中
国における革命と伝統の激烈かつ複雑な相克を示すものであ」り、「それはま
た中国における伝統の重さと、その伝統を前提として展開された革命の厳し
さ、またその革命の成果の再評価の必要性を思い知らせるものであった」とす
る(3)。
ここでいう「旧体制」とはいかなるものかが問題であろうが、「伝統の重さ」
がもたらした「革命の厳しさ」との「激烈かつ複雑な相克」や「その革命の成
果の再評価」などの諸問題が革命から「改革・開放」や現代化への「転換」が
はかられるポスト「文革」期においてあらためて問われることになる。その意
味で、「文革」後の人民司法においても、とりわけその「転換期」においては、「伝
統」と「革命」の相克やそれらの「再評価」が課題であることに代わりはない。
本稿では、今年で公布から30周年をむかえた七八年憲法下の中国人民司法の
およそ４年９ヵ月にわたるきわめて漸進的な「転換」の意味について、その「正
規化」の再起動と再展開を中心に基本的な考察を行いたいと考える。したがっ
て、ここでの「転換」はいわゆる「大躍進」期における急激な「転換」などと
はその「徹底さ」や「極端さ」、さらにはその方向性や時間の長短などを含め
て異なっている。また、その制度的な「転換」の象徴のひとつは、「文革」期
に廃止されたままとなっていた人民検察院の復活などであろうが、ここではや
はり、法院を中心に考察する。なお、そこでの「再起動」から「再展開」への
移行のメルクマールとしては、いわゆる「林彪・江青反革命集団裁判」の実施
が位置づけられる。
さてつぎに「伝統」と「革命」の相克にかかわって、1950年代の中国人民司
法研究の当時における到達点であり、その後の研究の出発点をも示すと考えら
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れる福島正夫・幼方直吉・長谷川良一の『中国の裁判』をここで取り上げて(4)、
反「右派」闘争以前の認識とその後、「大躍進」期・「文革」期をへた1970年代
末以降の認識との対比をごく簡単に行っておこう。
それによれば、「第１章　古い裁判と新しい裁判」で旧中国の司法制度の「本
質」についてつぎのような興味深い評価がなされている。すなわち、「1927年、
湖南省の司法制度の実態」を「毛沢東『湖南農民運動視察報告』1927年」に
み、「行政官が司法官をかね、その司法制度そのものが、県知事の『恒常的な
確実な財源で』ある」（つまり、いわば「行政の一部としての司法」とその腐敗、
以下、「湖南の実態」とよぶ）とし、「これは、何も1927年の湖南の地方的な事
実だけではなく、程度の相違があるにしても、解放前の全中国に共通」し、「ま
た、歴史的にみれば、国民党時代だけではなく、旧中国の司法制度全歴史を通
じての本質であった」(5)という。
すなわちそこでは、きわめて局地的で当時の時代的制約を色濃く受けたこの
経験が「湖南」から「全中国」へ、そして国民党時代を含む、「旧中国の司法
制度全歴史」へと普遍化された。それが「程度の相違」を捨象した「旧中国の
司法制度全歴史を通じての本質であった」かどうかはさておき、はたして建国
後の中国人民司法ではどうであったか。五四年憲法下の人民司法は「行政の一
部としての司法」や腐敗の問題を十分に克服しえたのであろうか。とくに、後
者はともかく、前者の「行政の一部としての司法」はどうかが問題となる。な
お、その「全歴史」にわたるとされる「本質」をここでは、「伝統」という言
葉で置き換えてみることも可能であると考える。いずれにせよ、こうした認識
が1949年10月の建国以来、ほぼ30年間以上にわたり日本や中国等で支配的で
あった。
ともあれ、福島らによれば、中国司法の近代化を不十分ながらめざした「国
民党支配20年の中国においても同一であ」り、「形式的には近代的な司法制度
＝裁判制度を移植しながら内容的にはいぜんとして『古い裁判制度』が支配
していた」とされる(6)。こうした点をも含めて、その「本質」、つまり「伝統」
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であったとするわけだが、はたしてそうか。また、中華人民共和国成立以降は、
そうした「形式」と「内容」のズレはどうなったのか。ズレはそのまま放置され、
かえって拡大してしまったのか。「文革」で直面した「文革」直前の人民司法
もやはり「古い裁判制度」と化していたのか。それでは、それを「破壊」した
のは正しいことなのか。
のちにとりわけ「文革」前期には、1950年代から60年代前半に形成された人
民司法そのものにたいしても「資本主義国のもの」・「修正主義のもの」・「国民
党のもの」など(7)とイデオロギー的に「酷評」し、いわば「古い裁判制度」と
みなして、それはほぼ全面的に破棄されたのであったが、「共産党支配20年の
中国においても同一であ」り、1950年代以降の人民司法の「正規化」により、
「形式的には近代的な司法制度＝裁判制度を移植しながら内容的にはいぜんと
して『古い裁判制度』が支配していた」のか。あるいは近代は拒否されたのか。
やはり「行政の一部としての司法」にとどまったのか。腐敗や官僚主義、そし
て「煩瑣」な手続などの問題はどうか。
一方、「文革」期においてそれに取って代わったのがいわゆる「新生の事物」
とも呼ばれた「公審大会」方式や検察機関などの廃止後のいわゆる「予審」な
どの積極的な活用であり、「形式」よりも、「内容」が突出し、まさしくそれは、
「革命の厳しさ」や農民蜂起に象徴されるようなもうひとつの「伝統」（本質）
の現われでもあった。前著でみたように、実はそれは、「大躍進」期の人民司
法においてもすでにみられた傾向性（「連合弁公」・「合署弁公」、そして「政法
部」化など）の「再現」や拡大化でもあったが、その原型や来源はとりもなお
さず第二次国共合作期における国民党の司法制度にたいする中共の辺区での司
法の実践にあった(8)。
筆者はそうした本質を「革命化」におけるハードな側面に限定して考察した
が、さらに当時の福島らからみれば、「中国の片すみ、湖南の農村におこった
裁判の変革は、ただ地方的な事件ではなく、実は数千年来の古い裁判の本質的
な変革を示す縮図であり、原型なのである」とそれをここでふたたび普遍化す
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るが(9)、はたしてどうか。
まさしくそれは「数千年来の古い裁判の本質」という「伝統の重さ」（内容）
の問題であるが、これにたいする変革や破壊こそが「近代的な司法制度」の形
式的な移植（いわゆる「正規化」の一種）にたいする障害の除去やリアクショ
ンの問題であり、その本質とされた「伝統の重さ」（内容）ははたして変革可
能なものであったのか。可能だとすると、それはいかなる条件や形式のもとで
可能となるのか。
なお、それにたいして辻がいう「文革」期にみられた「革命の厳しさ」は「本
質的な変革を示す縮図」や「原型」といえるものではなかったことも今日から
みればあきらかであろう。とりわけ、1979年からの「改革・開放」政策への「転
換」（それからも来年で30周年、また建国60周年を迎える）後はどうかがあら
ためて問題となる。これらはほぼすべて現在にも通ずる重要な問題である。
さらに、「第二章　新しい司法制度の形成過程」の「１　二つの中国と二つ
の司法」では、「古い中国の司法制度と、新中国の司法制度とのあいだには、
橋のかからない断絶がある」とみる「断絶」史観、つまり「革命」史観がそこ
でとられている(10)。
こうした当時における認識は、今日からみると、1957年の反「右派」闘争発
動までの、古きよき時代の認識をある程度は反映したきわめて「楽観」的な認
識であろうが、その後の「大躍進」期、まして「文革」期をへた七八年憲法下
の人民司法においては、一面的にいわゆる「旧体制」との「断絶」や「革命」
の成果を強調することでは、もはやことはすまないといわざるをえない。
しかも反面で前述のとおり、「古い裁判」を克服したはずの「新しい裁判」
が「大躍進」期や「文革」期において、程度の差こそあれ、五四年憲法下の「正
規化」にともなう「形式的には近代的な司法制度＝裁判制度」の移植が部分的
または全面的に拒否されることで、逆に「内容的には」これも程度の差こそあ
れ、かえってよりいっそう「古い裁判制度」（「大躍進」期）やもうひとつの「伝
統」なるもの（「文革」期）へとふたたび先祖返りしていったともみえるので
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ある。まさにそれは、辻がいう「中国における伝統の重さ」と「革命の厳しさ」
の「相克」であり、後者によって前者が駆逐されるどころかかえってよみがえっ
たともみえるのである。そして、それは「文革」期における検察機関の廃止や
「公審大会」、そして「予審」の積極的な活用などの問題でもある。
なお、福島らのいうさきの「湖南の実態」にたいする反発や破壊こそが中国
の農民蜂起などのもうひとつの「伝統」に深く根ざすものではなかったのか。
いいかえれば、それは1950年代の旧ソ連モデル、もしくは1960年代前半の「中
国的特色」の部分的な追求をめざした「新しい」司法制度をいわば「古い裁判
制度」や「修正主義のもの」・「資本主義のもの」などと一括してみなすことで、
その正統性自体を失わせ、大衆の官僚主義や「煩瑣」な手続への反感をも巧み
に利用しながら、それ自体をもひっくりかえそうとするいわば「反近代」の「革
命の厳しさ」の突出という問題である。
くり返していえば、「文革」前期の「革命化」では、①資本主義国家の司法
制度、②修正主義（旧ソ連）のそれ、③国民党のそれ、がいずれも全面的に否
定されたのであった。それではそこで、なにが残ったのか。残ったのは「湖南
の実態」にたいする反発や破壊だけだったのか。それではかえって中国的な伝
統がその重さゆえにふたたび噴き出すほかなかったのではないのか。それは検
察機関の廃止にとどまらず、司法機関や専門機関をほぼ完全に排除した狭義の
大衆独裁の問題でもあり、人民司法のハードな側面がそこで「革命化」という
形で極限化されたのであった。ここでは、人民司法の「革命化」のハードな側
面が「行政の一部としての司法」化、ひいては人民裁判化や軍事裁判化をもと
もないながら、よりいっそう「純粋」に極端な形で突出していったのである。
さてここでさらに時代が下った1989年の段階からみてみよう。浅井敦は「政
治と法－憲法を中心として」という一文において、1979年から始まった「改革・
開放」の流れのなかの現代中国法にかかわって、つぎのような回顧を行ってい
る。浅井によれば、「建国後の三十年から最近の十年への法の変化は」、①「経
済モデルにおける集権的産品経済から計画的商品経済への」、②「政治モデル
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における『大衆運動』主導型から『民主と法制』整備型への」、③「党および
国家の指導モデルにおける『党政不分』型から『党政分離』型への、画期的な
転換を反映するものにほかなら」ず、「しかも、これらの転換と同時に伝統中
国の法文化にたいする見直しと再評価の作業が行なわれるようになった事実も
見逃しえない」とされる(11)。
そこでもその後の現行の八二年憲法下を含むここでの「転換」の意味合いと
して、「伝統中国の法文化にたいする見直しと再評価」といういわば「連続性」
にかかわる重要な問題が辻の先の指摘からみても遅ればせながら取り上げられ
ているが、こうした指摘は人民司法の「正規化」の問題でも重要である。それ
にしてもさきの断絶面を一面的に強調した福島らの認識から30年あまりのと
きが経過していて、しかも第２次天安門事件の年でもあり、その意味でも「隔
世の感」がある。
さらに、前稿で取り上げた「七五年憲法の性格」で浅井が、いわゆる「七五
年憲法の構造は、当時存在した中国政治世界における社会的事実をある意味で
は正直に反映するものであった」としている点もとりわけ重要である(12)。
他方で、本稿で取り上げる「七八年憲法の限界」では、「七五年憲法の廃止
した検察機関を復活し国家機関の専門化の方向を打ち出しつつ、依然として裁
判は、『大衆を立ち上がらせて討議し、処理について意見を提出させる』大衆
動員方式を規定している（第四一条二項後段）」点や「『裁判の独立』について」
規定がない点などにその「限界」をみている(13)。
しかしながら、とくに前者の大衆動員方式についてははたしてたんなる「限
界」といえるのか。もとより八二年憲法下の人民司法からみれば、一定の「限
界」と位置づけられようが、七八年憲法下の当時としては実はそれも「当時存
在した中国司法世界における社会的事実をある意味では正直に反映するもので
あった」のであり、しかもその過渡的な時期におけるこの「限界」自体は今日
においても完全には克服されていない。
いずれにせよ、本稿（上）の続編では、いわゆる林彪・江青反革命集団裁判
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などを今日的な視角から取扱い、次稿ではいよいよ現行の八二年憲法下の中国
人民司法の「正規化」について本格的に論じることにしたい。
ちなみに本稿でも、1976年10月のいわゆる「４人組」の逮捕に始まり、そ
の２年余りののちの1978年12月の中共11期３中総会の開催によるいわゆる「改
革・開放」政策への転換によって決定づけられた「転換期」という認識を共有
しているが、その「転換」の漸進性とともに、前の時期との連続性をも重視し
て、現在につながる系譜をおってみたい。
そこでさしあたり、本稿以降の時期区分は、以下のとおりと考えている。な
お、それが政治制度や法制レベルでは、辻のいうような「新中国建国以来最大
の変革」かどうかは留保が必要である。
①　1978年３月の憲法（以下、78年憲法）制定から、いわゆる「７つの法律」
の制定以前の時期（第１節）。
　本稿では、この①の時期を中国人民司法の「転換期」とよぶ。
②　1979年７月のいわゆる「７つの法律」の制定（1979年９月９日の中共中
央の指示以前）から（その指示以降）1980年１月の施行とその後の同年10
月までの時期（第２節）。
　本稿ではこの②の時期を中国人民司法の「正規化」の再起動の時期とよぶ。
③　1980年11月から1981年１月までの林彪・江青反革命集団裁判（特別法廷
の開廷は、1980年11月、判決は1981年１月）以降、1982年２月までの時期
（第３節）。
④　1982年３月の民事訴訟法（試行）の制定以降の七八年憲法下の残りの時
期。
　本稿ではこの民事訴訟法（試行）の制定後の残りの時期（第４節）を中国
人民司法の「正規化」の再展開の時期とよぶ。
⑤　1982年12月の82年憲法制定以降の時期（八二年憲法下の時期＝次稿以
降）
以上がおおよその時期区分であり、本稿（上）では、①と②の前半の時期を
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あつかい、本稿（上）の続編以降で②の後半と③の時期、すなわち林彪・江青
反革命集団裁判の情況と④のそれ以降の残りの時期を中心にそれぞれ取り上げ
る予定である。
さて、前置きはこれくらいにするが、本論に入るまえに、重複をいとわずに、
前稿の補足をすこし行っておこう。
補論１－七五年憲法下における「転換」の模索
さて、「1974年末、第４期全国人大第１回会議の準備期間において、毛沢東」
「が江華を最高人民法院院長に任ずることを提議し」、それを受けて、「1975年
１月20日に、第４期全国人民代表大会常務委員会は毛沢東の提議にもとづき、
江華を最高人民法院院長に任命した」のである。ここに「文革」期に深刻な体
験をもつ江華が最高人民法院長に就任したのである(14)。
そしてそれから約９ヵ月後の、1975年「10月17日、最高法院院内の一回の
学習会で、かれが正式に『公安・検察・法院をたたきつぶせ』は誤りだったと
提起した」(15)のが、江華の「文革」またはいわゆる「４人組」への反撃ののろ
しでもあった。
これは毛の死後の76年10月に「４人組」が粉砕されるほぼ１年前のことで
あった。それはとくに「文革」前期に頂点に達した公安・検察・法院にたいす
る破壊そのものを誤りとし、それにたいする批判自体はその後の紆余曲折をへ
ながら再建への「正規化」の再起動につながっていくものであったが、その道
は依然として困難と曲折をともなうものであり、それにともなういわゆる冤
罪・でっち上げ・誤判にたいする是正の開始は毛の死と「４人組」粉砕後をま
たねばならなかった。その後、七八年憲法下でようやく、検察機関の復活が実
現するのである。
つまり、「『４人組』粉砕後まもなく、1976年12月５日に、中共中央は通知（中
発〔1976〕23号文書）を発し、『４人組』反対に純粋に属する事件について、
新たに処理する意見を提起し、つぎのように規定した」。すなわち、①「すで
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に逮捕拘置された場合は、釈放すべきであ」り、②「すでに事件が登録された
場合は、事件を取り消すべきであ」り、③「まさに審査中の場合は、審査を解
除」し、④「すでに刑を判示された場合は、刑期を取り消し、釈放する」とし
た。この「中央の通知の精神に従い、江華は『文化大革命』のなかの冤罪・誤
判事件を再審査する問題を考慮し始め、あわせて1977年に第８回全国人民司法
業務会議を準備するときに、それを提起した」という(16)。ここでは、明示的
には「でっち上げ事件」は含まれていないようだが、いわば「名誉回復徹底論」
へとつながる流れのひとつが確認できる。
したがってこれは、当時の中共中央の通知を受けた冤罪（でっち上げ）・誤
判事件にたいする名誉回復という課題であり、現に存在する一連のいわゆる
「混乱の収拾」や一時期壊滅的な状態に陥った司法要員の隊列の再建などと同
時に、当時の主要な課題のひとつとなる。すなわち、政法機関の破壊による狭
義の大衆独裁等がもたらした「冤罪・誤判事件」などの再審査とそれを受けた
名誉回復が必要となるが、それらの本格的な展開は、その後の第８回全国人民
司法業務会議や党の11期３中総会などの開催をまたねばならなかった。また、
まさしくこれらは、「改革・開放」や現代化建設にむけての司法戦線における
地ならしのひとつといえる。
他方で、江華の「華東地区の各高級人民法院の指導的同志との談話」（1977
年10月）では、「林彪・『４人組』が『公安・検察・法院をたたきつぶせ』を実
行することは、われわれのプロレタリアート独裁を打ち砕こうとすることにほ
かならない」とし、林彪・「４人組」の批判により、「力を集中して『公安・検
察・法院をたたきつぶせ』というかれらの犯罪行為を批判することが必要であ
る」と言い切った(17)。
ここでは、「公安・検察・法院をたたきつぶせ」＝「プロ独裁」粉砕論が提
起されていて、かえって林彪・「４人組」のほうがプロ独裁を転覆した「反革
命」であるという論理の転換が毛沢東への波及を注意深く避けつつも、すでに
意図的になされている点には注意を要しよう。まさに善悪がここでふたたび顛
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倒され、ようやく「是正」されたのである。それは「文革」期に批判され、不
遇を受けたいわゆる実権派勢力の再結集のはじまりを示すものであろうし、こ
うした認識がのちの劉少奇の名誉回復やいわゆる「４人組」裁判の実施へとつ
ながっていく。だが、はたして毛沢東を抜きにして、林彪・「４人組」だけで
そうした「反革命」が可能であったのか。これもまた、毛の死後の権力再配分
の一幕ではなかったのか。
ともあれさらにいうには、林彪・「４人組」による「公安・検察・法院をた
たきつぶせ」「を実行した犯罪行為を批判することは、もちろん人民法院の裁
判業務のなかに存在する問題と連携させることが必要であるが、しかし実事求
是の態度をとることが必要である」として、事実にもとづき、「法院の裁判業
務」にかかわる諸問題と関連した批判を具体的に行っていくことを提起してい
る。なお、ここでは注意深く「ある地方」に限定することを忘れていない。つ
まり地域限定つきで、こう問題を列挙する。すなわち、①「人民参審員制度を
修正主義といいくるめた」り、②「『門を閉じて事件を処理する』、『堂に座し
て事件を審理する』ことが批判され」、③「『門を開いて事件を処理する』こと
などを行うが、それは『４人組』が『大衆審理』・『大衆判決』・『大衆独裁』を
行った産物である」とされ、いわゆる狭義の大衆独裁批判が「４人組」の責め
として限定的になされている(18)。つまり、ここでは、林彪はなぜか名指しさ
れていないのである。あるいは、林彪なきあとの「文革」後期の問題というこ
とであろうか。
ここに、「近代的な裁判制度」の形式的な移植と「伝統」や「革命」との相
克が垣間見られる。はたして、「改革・開放」期の中国人民司法の再建（その「正
規化」の再起動と再展開）は「近代的な裁判制度」（形式）の移植に成功するのか。
なお少なくともあとでみるように、人民検察院や参審にかんする規定は七八年
憲法下において不十分ながら復活した。
また、江華の「林彪・『四人組』を摘発批判する座談会における講話」（1977
年11月30日）では、さらにそのうち３人の発言とされるものをいちいち取り
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上げつつその問題発言をこう告発している。つまり、①「毛主席の思想は、公
安政法系統で支配的な地位を占めていない」、「『政治のうえから、理論のうえ
から、組織のうえから、徹底的にたたきつぶすことが必要である』とわめきた
てた」（林彪）。②「司法幹部・警察のなかには『ひとりも良い者はいない』と
誹謗し、『ブルジョア的反動の公安・検察・法院を徹底的にたたきつぶすこと
が必要である』とでたらめをさけんだ」（江青）。③「『公安・検察・法院にた
いしては、徹底的にたたきつぶし、徹底的に改組することが必要である。砂を
混ぜるというやり方はよくないので、徹底的に土を換えることが必要である』」
（張春橋）と(19)。
なお、ごく一部の例外をのぞき、毛の威光をかさにきたこれらのきわめて過
激な発言の内容自体をその時期や場面を含めて筆者は確認できていないが、こ
うした言説がたとえ事実だとしても、毛沢東はそれらを黙認していたのではな
いのか。なお、この言説とその後展開された深刻な事態や行動との因果関係は
どう立証されるのか。
くわえてまた、司法戦線における「４人組」批判の先頭に立つ江華によれば、
「『４人組』が反革命政治綱領をおしすすめて流した毒と影響は深刻であり、最
高人民法院もその害を深く受けた」としてこう続けている。つまり、「1976年、
いわゆる『批鄧・右傾の判決の引っくり返しの風への反撃』運動のなかで、わ
れわれの法院でも批判があった。すなわち、『江華は右傾の判決引っくり返し
の猛者一名である』・『鄧小平の意図に従い、逆清算に反攻し、復活を行う』と。
私が『公安・検察・法院をたたきつぶせ』を批判することは、『政法戦線にお
ける文化大革命を引っくり返す事件』である」(20)と。
ここではいわゆる「４人組」時代を一部含む七五年憲法下における江華の苦
しい立場も垣間見られる一方で、当時の最高人民法院内部における批判やそこ
が一枚岩ではない様子まで言及がなされており、かなり執拗な批判がなされて
いるが、林彪死後のこともあってか、林彪批判はやはりみられない。そして、
周恩来のほかに、そこでのキーパーソンこそが鄧小平であった。かれの第一次
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天安門事件後の失脚により、七五年憲法下の「転換」への「調整期」は一筋な
わにはいかないことがわかる。
以上は、江華の講話の時系列的な整理にもとづいた七五年憲法下の人民司法
の動向についての補足である。
２）第８回全国人民司法業務会議等の開催
さてつぎにいよいよ本題である、「中華人民共和国憲法」（1978年３月５日、
中華人民共和国第５期全国人民代表大会第１回会議採択）について本項のはじ
めにふれておこう。それによれば、ポイントは以下のとおりである。すなわち、
①「第２章　国家機構」の「第５節　人民法院および人民検察院」において、
人民検察院が復活した（第43条）ほか、②人民法院についても、「人民法院が
事件を裁判するにあたり、法律の規定に従い、大衆代表による参審の制度を実
行する」（第41条第２項前段）とされ、参審の憲法規定も復活した(21)。
また、③その後段で、「重大な反革命事件および刑事事件については、大衆
を発動して討論し、そして処理のための意見を提出させる必要がある」などの
文言が残されたが、さきの浅井のコメントのとおり、八二年憲法下のあるべき
人民司法からみて、ここに一定の「限界」があることも確かである。つまり、
それが狭義の大衆独裁から広義のそれへの「復帰」にとどまっていることはや
はり少なからず問題であることもまた確かである。
ちなみに、葉剣英の「憲法改正にかんする報告」（1978年３月１日）によれば、
「各種の法規違反行為と闘争を行うことの極大の重要性に鑑み、憲法修正草案
では、人民検察院の設置を規定した」とするが、これはまさしく五四年憲法下
以来の人民検察院の復活である。他方、同「憲法の実施にかんして」の部分も
重要である(22)。
ついで、七八年憲法下の中国人民司法の「転換」を本格的に促すことになっ
た第８回全国人民司法業務会議について、少し詳しくみておこう。
「文革」からの人民司法の決別のスタートや画期のひとつとなったのが、い
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うまでもなく第８回全国人民司法業務会議の開催であった。ふたたび『江華
伝』によれば、七五年憲法下の末期の1977年段階にはすでに、つぎのような動
きがあったことがわかる。すなわち、「1977年、江華は一方で、全国の各級人
民法院の組織化を推し進め、林彪・『４人組』の犯罪行為を批判し、他方では」
1965年以来、12年ぶりに「第８回全国司法会議の招集開催の準備に着手した」
とされる(23)。
つまり、江華は一方で「４人組」批判を展開するとともに、破壊された人民
司法そのものの再建への手立てとして同会議の開催のための準備を行っていた
のであった。なお、１ヵ月近くに及んだこの会議の開催をひとまず人民司法の
「正規化」の再起動への第一歩を象徴する出来事のひとつとみたい。
さて、「司法」のまえに「人民」が冠された「第八回全国人民司法業務会議
紀要（節録）」（1978年５月26日）によれば、その開催状況は、おおむね以下の
とおりであった。すなわち、「最高人民法院は1978年４月24日から５月22日ま
で、北京で第８回全国人民司法業務会議を招集開催した」が、会議では「主と
してつぎのふたつの問題を解決した」という。それは、①「司法戦線の実際と
連携させて、『４人組』が敵味方の関係を顛倒し、独裁の矛先を党内および『公
安・検察・法院をたたきつぶせ』に向けた反革命犯罪行為を深く掘り下げてあ
ばきだして批判し、路線の是非を一段とはっきりさせること」（是非の再顛倒
論）、②新憲法の学習・宣伝・実行による社会主義的適法性強化について検討
し、「新時期の人民司法業務の任務を確定した」こと（「法制強化論」）の２点
であった(24)。
つまりそれは、善悪の顛倒や階級闘争の拡大化、狭義の大衆独裁実施の誤り
にたいする是正という問題のほか、新憲法下の人民司法の任務を確定すること
であるが、補論１でみた1977年10月と11月におけるふたつの江華報告ですで
にふれられた論点などがくり返し取り上げられている。
まず、「一　毛主席の革命路線は司法戦線で終始支配的な地位を占める」で
は、「４人組」が林彪反革命集団と結託して「プロレタリア文化大革命初期」
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に行ったとされる３つの「否定」が批判的に掲げられている。すなわち、①「毛
主席の革命路線が司法戦線で終始支配的な地位を占めることを全般的に否定
し」、②「人民法院が執行する法律制度が社会主義のものであることを否定し」、
③「司法幹部警察の圧倒的多数はよいか、比較的よいということを否定」する
ことである(25)。
ちなみに、それは補論１でみた江華の1977年11月の講話にみられる林彪・江
青・張春橋の発言とされる内容を否定し、「毛主席の革命路線」の堅持（それ
への回帰、すなわちふたたび取り戻すこと＝再奪権）や「社会主義のもの」と
再評価するなどといった論点にかかわるものであるが、林彪・「４人組」が終
始「結託」して、それらの「犯罪」行為を計画的に行っていったかはそれほど
自明なことではあるまい。
他方でこれを反対にすれば、いわば「３つの肯定」となり、①「毛主席の革
命路線は司法戦線で終始支配的な地位を占めることを全般的に」肯定し（毛の
革命路線の堅持）、②「人民法院が執行する法律制度が社会主義のものである
ことを」肯定し（「社会主義のもの」の堅持）、③「司法幹部警察の圧倒的多数
はよいか、比較的よいということを」肯定すること（司法隊列の復権）といっ
た３つの領域において、善悪の顛倒がそれぞれ是正されることこそがこの会議
では逆に求められている。これはあきらかに中国人民司法の漸進的な再「転換」
や再起動への第一歩であり、ここで「毛主席の革命路線」や「社会主義的なも
の」への忠誠などを一方で強調しつつ、これらを自らの側に取り戻すための論
理、すなわち「転換」の論理が総論的に展開されていることが確認される。そ
して他方で「文革」期、とくにその前期のそれが批判され、「反面教師」とさ
れた。しかしながらさらにいえば、こうした「善玉・悪玉論」的な二者択一の
問題としてのみ捉えること自体がきわめて政治的に過ぎる嫌いがあり、毛の死
後の権力闘争の継続をも想起させ、一定の留保が必要となる。
ともあれそのうちついで、「二　毛主席の司法活動路線を全面的かつ正しく
貫徹執行する」面では、いわゆる８つの「必須」がその各論としてそれぞれ肯
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定的に掲げられている。すなわち、①「かならず独裁の矛先のねらいを断固と
して一握りの階級敵に定め」、②「人民内部で紛争が生じる問題を正しく処理
し」、③「人民司法業務を党委の直接的な指導のもとに置」き、④「党委の指
導のもとの大衆路線を実行し」、⑤「党の政策および国家の法律を真剣に執行
し」、⑥「法律が定める裁判制度および手続を執行し」、⑦「調査研究し、実事
求是の態度をとるというすぐれた伝統および作風を発揚し」、⑧「努力して政
治を立派に学び、業務を立派に学び、紅（政治性－引用者）であるとともに専
（専門性－引用者）でもあるようにしなければならない」と(26)。
つまり、①と②では階級闘争の矛先の限定によるその拡大化の抑止（ただし、
階級闘争の一定の存在自体は大前提とされたままである）、そして人民内部の
矛盾の正しい処理の必要性が強調され、のちに「文革」当時プロ独裁がファシ
スト独裁に変質したことの批判につながる論点である。一方で、③・④・⑤は
党の指導そのものの問題であり、⑤では、⑥とともに「国家の法律」や「法律」
にも言及がなされている。⑦と⑧は「すぐれた伝統および作風」の発揚や「専
門性」の重視への伏線でもある。なお、「紅」とは政治思想の問題である。こ
こでは、前々稿（下）でみたような、1966年以前の「文革」前の「毛主席の司
法活動路線」への復帰や再「回帰」(27)、さらにはのちに1956年の第８回党大会
の前後の路線への復帰がとりあえずめざされたのである。
以上が「３つの否定」と「８つの必須」である。
また、会議の第２日目になされた江華の「第八回全国人民司法業務会議にお
ける報告」（1978年４月25日）において、すでに上記の論点はそれぞれつぎの
ように提示されていた。つまりまず、「一　毛主席の革命路線が司法戦線で主
導的地位を占める」では、さきの「３つの否定」と「ひとつのたたきつぶせ」
にふれている(28)。ちなみに、後者は「公安・検察・法院をたたきつぶせ」の
ことである。
すなわち、「林彪・『４人組』一味の『公安・検察・法院をたたきつぶせ』といっ
た犯罪行為は、はやくも毛主席と党中央の激しい排斥を受けた」として、毛沢
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東と党中央自体は批判の対象から注意深く除かれるとともに、「毛主席の革命
路線」といった錦の御旗を取り返そうとしてこう続けている。つまり、①「文
革」発動後1年たった「1967年６月、毛出席はつぎのように指摘した。すなわち、
『「プロレタリアート独裁を徹底的に改善せよ」は誤りである』と。1967年12月
６日、中共中央378号文書でまた、『独裁機構を徹底的にたたきつぶせといった
誤ったスローガン』を批判した」。また、②林彪事件の７ヵ月ほどまえの「1971
年２月、敬愛する周総理は毛主席の指示にもとづき、つぎのように明確に指摘
した。『この17年の毛主席のプロレタリア革命路線、この赤い路線が全国を指
導した。そうでなければ、どうして今日がありえようか。文化大革命以前は黒
い路線が支配していたということはできず、この種のいい方は全く想像すらで
きないものであり、主席の指導を否定し、毛主席の革命路線を否認するに等し
い』と。周総理の講話は、毛主席の革命路線をまもり、広範な司法幹部警察の
本音をいいあて、林彪・『４人組』によって顛倒された歴史を新たに顛倒しな
おし、林彪・『４人組』がもたらした思想的混乱および引っ掻き回された路線
の是非をはっきりとさせたことは、かれらの罪悪な活動にたいしてひとつの重
大な打撃である」と(29)。
ここでは、「文革」前期においてすでになされたとされるそれらの発言や講
話の典拠はさておき、まさにすでに林彪・四人組裁判が始まっているかのよう
でもあるが、「文革」前期の深刻な状況にかんがみると、こうした毛や周の発
言の実効性も問われざるをえない。それはさらに、林彪・「４人組」の諸発言
の実効性をも問うことにもなりかねない。
こうした点は劉少奇批判とかれの名誉回復との関連でも重要であるが、とく
にたとえば1967年６月段階の毛のさきの「ひとつのたたきつぶせ」批判と受け
取れる発言がなされたとして、なぜそれを制止できなかったのか。すでに毛自
身が統制力を欠いていたのか。あるいは「混乱」のなかで進められたものなの
か。ともあれその後、いわゆる林彪事件をへて、「文革」後期へと時代は移っ
ていくのである。しかも、検察機関自体はその前期に廃止され、そのまま七五
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年憲法下では、公安機関によるその職権の行使が定められ、ようやく七八年憲
法下で検察機関が復活したが、いわば「検察をたたきつぶせ」だけは「文革」
中一貫して維持されたのはなぜなのか。検察は不要か。「あってもなくてもよ
い」ものなのか。
なお、ここで毛主席とその指示にもとづいた1971年２月の周総理のものとさ
れる発言を引き合いに出して、とくに1967年段階の毛の発言とされるものなど
を断片的に引用しつつ、林彪・「４人組」批判がなされており、少なくとも毛
批判や周を含む党中央批判はそもそも論外とされた。したがって、上記の発言
はかれらの責任を「軽減」するあかしとしてはあるいは利用可能なものかもし
れないが。
しかしながら一方で、③鄧小平の復活後の「1974年の批林批孔以来、とりわ
け1976年の周総理の逝去前後、かれらは党権力を簒奪する歩調を加速し、『古
参幹部は「民主派」であり、「民主派」は「走資（実権―引用者）派」にほか
ならない』という反革命の綱領を公然と出し、毛主席の革命路線を堅持する中
央と地方の大群の指導的同志の打倒をみだりに図り、党と国家の最高指導権を
簒奪した。司法戦線において、かれらは人民司法業務を回復させ、そして強化
することを『復古』・『後戻り』と貶め、多くの古参の同志を『復活狂』・『帰
郷団』・『まだ歩んでいる走資派』と貶め、一群の革命的指導幹部の打倒を陰に
図った。『４人組』が横行したこの時期、若干の地方の人民法院の指導権は、
基本的にまたは部分的にかれらによって簒奪され、人民司法業務に重大な危害
がもたらされた」ともいう(30)。
これらの誤りはすべて権力闘争に敗れた「４人組」の責めにされ、本稿第３
節でみるいわゆる「林彪・江青反革命集団裁判」への伏線はすでにひかれつつ
たったといえるが、林彪の活動は1971年９月まで、「４人組」の主要な活動期
間は、1974年から1976年10月までとされている。では、1972年と1973年はど
うなるのか。あるいはそれらは「復古」「復活」期なのか。
さらにかさねていうには、④「林彪・『４人組』」の「公安・検察・法院をた
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たきつぶ」す目的は、「人民法院をブルジョア・ファシスト独裁の道具に変え
ることであ」ったとする(31)。
いずれにせよ、1976年の第１次天安門事件後、73年に復活したばかりの鄧
小平が失脚したことともかかわって、さきの江華の1975年以降の苦労にはこう
した一連の抵抗の存在が示唆されてあまりあるといえる。なお、ここでは周の
死後あまり時を置かずに死去した毛沢東にたいする批判はほぼ封印されたまま
である。
また、「二　毛主席の司法活動路線を全面的かつ正しく貫徹執行する」面で
は、いわゆる「８つの必須」がくり返されている(32)。
とくに、４番目の「かならず党委の指導のもとの大衆路線を実行しなければ
ならない」という箇所で、こう述べられている点は重要であろう。つまり、「林
彪・『４人組』一味は人民大衆を極端に敵視し、党の大衆路線をほしいままに
歪曲し、そしてそれに狂気のように反対した。かれらは『大衆独裁』という旗
印を掲げながら、党の指導を不要とし、専門機関を不要とし、革命的適法性
を不要とし、『第２の武装』が『法を執行』し、『法を管理』し、『法をつくる』
ことが必要であると吹聴し、『民兵が事件を処理することは大衆に依拠するこ
とにほかならない』とでたらめをいい、『大衆による審理』・『大衆による判決』
を大いに行い、はては『貧農・下層中農高等法院』などを開き、『民営による
銃殺』を行い、『第２の武装』でもって、人民法院の裁判権を簒奪し、ファシ
スト独裁を大いに行い、きわめて重大な悪い結果をもたらした」とする(33)。
これは党の指導や専門機関を不要とし、「第２の武装」とも呼ばれた民兵等
に依拠したいわゆる狭義の大衆独裁批判である。また、「社会主義的適法性」
はもとより、「革命的適法性」すらをも不要としたとされる点はとりわけ深刻
である。
そして、一と二を踏まえて、「三　新時期の人民司法業務の任務」では、①「林
彪・『４人組』を摘発し批判する闘争を徹底的に行」い、②「新憲法を真剣に
学習し、新憲法を積極的に宣伝し、社会主義的適法性を強化」し、③「刑事裁
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判業務を強化し、敵に打撃を加え、人民を保護」し、④「民事裁判業務を強化
し、人民内部の紛争を正しく処理」し、⑤「人民の投書・陳情および不服申し
立て事件を真剣に処理」し、⑥「人民法院に関係のある新憲法の規定を真剣に
貫徹し実行する」などの諸課題についてそれぞれ言及がなされている(34)。そ
れは検察機関の復活による社会主義的適法性の強化や人民司法のソフトな側面
の回復などにもかかわる批判である。
とくに、⑥では、「裁判権は人民法院が行使する」問題、「法院における犯人
の拘置」の問題、「公開裁判」の問題、「弁護」の問題、「大衆の代表による参
審」の問題、「大衆を発動して事件にたいして討論させ、そして処理のための
意見を提出させる」問題、「上級人民法院が下級人民法院の裁判業務を監督す
る」問題がそれぞれ具体的に列挙されている(35)点が少なくとも当時の人民司
法の実相においてとりわけ重要である。
まさしく、ここに浅井が「七八年憲法の限界」として指摘した論点の一部が
依然として肯定的に言及されているが、それはあながち11期３中総会以前とい
うことばかりではあるまい。
以上が第８回全国人民司法業務会議の主な内容である。
その後、江華が前後して出席した「黒龍江・遼寧・安徽三省の人民司法業務
会議における講話」（1978年７月・８月）によれば、つぎの５つの問題がそこ
で語られた。すなわち、①「実際と連携させて、林彪・『４人組』を深く掘り
下げて摘発し批判し、流した毒と影響を一掃するという問題」、②「『文化大
革命』期間に判示された冤罪・誤判事件を再審査し、そして是正するという問
題」、③「幹部に対して再教育を行うという問題」、④「幹部の隊列を整頓し、
そして強化するという問題」、⑤「民主集中制の問題」がそれぞれあげられて
いる(36)。つまり、林彪・「４人組」批判の徹底や冤罪・誤判事件の再審査、そ
して幹部の再教育と強化などが語られた。
とくに、最後の⑤では、「各級人民法院で裁判委員会を回復していない場合
は、人民法院組織法の規定に従い、裁判委員会を回復させるべきである」とす
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る(37)。ここで、党組織の再建や幹部の再教育、そして民主集中制や集団指導
を担保する裁判委員会の再建などが語られている点に注意する必要がある。
他方、その後の江華「最高人民法院の全体幹部会における講話」（1978年10
月12日）によれば、「８つの必須」のほかに、「３つの否定」と「ひとつのたた
きつぶせ」にもかさねてふれられている(38)。
また、司法要員の隊列の再建というもうひとつの課題にかかわって、「司法
戦線からみると、林彪・『４人組』が流した毒は、まだ一掃されてはい」ない
と全般的に現状にたいする否定的な評価を行ったうえで、さらに「われわれの
司法幹部・警察のうち、現在３分の１またはそれより少し多いものが、かつて
長期にわたり司法業務を行った古参の同志であり、多くの司法業務にかかわっ
たばかりの同志もおり、３分の２前後を占め、少数の地区では、新参と古参の
同志がそれぞれ半分を占める」とする(39)。
これはいうまでもなく「文革」におけて破壊された司法戦線・司法隊列の再
建をめざすものであり、「紅」とともに、「専」も同時に求められる時代の到来
でもある。
さてつぎに重要なのが、刑事裁判にかかわる第２回全国刑事裁判業務会議の
開催である。早速江華の「『文化大革命』期間に判示された冤罪・でっち上げ・
誤判事件を再審査し、そして是正する活動を積極的にくり広げよう」（1978年
11月２日）と題する講話によると、「1978年10月21日から11月２日まで、最高
人民法院が上海で第２回全国刑事裁判業務会議を招集開催した」が、その閉幕
式でつぎのような講話がなされている(40)。
それによれば、「会議の後、最高人民法院党組は江華の主宰のもと、中共中
央にたいして『冤罪・でっち上げ・誤判事件を再審査し、是正することをしっ
かりとつかんで、党の政策を真剣に実施に移すことにかんする請訓報告』を
行った」が、「この報告は1978年12月29日に、中共中央の承認をへて、全国各
地に転送され、貫徹執行された（中発〔1978〕78号文書）」(41)。つまり、党の
11期３中総会直後における実施であった。いよいよ「改革・開放」政策への転
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換の始動である。なお、ここで「でっち上げ」事件が登場する。
他方、会議の初日になされた曽漢周の「全国刑事裁判業務会議における報告」
（1978年10月21日）では、①「当面の刑事裁判業務の主な任務」、②「林彪・『４
人組』の摘発批判を要とし、党の司法活動路線・方針・政策および方法を堅持
する」という２点が報告されている(42)。
とりわけここで、「三類事件」、すなわち冤罪・でっち上げ・誤判事件の再審
査と名誉回復による是正が論じられている(43)点には注意を要しよう。
一方いわゆる「４人組」粉砕を主導したひとりである葉剣英の「林彪集団の
反革命的犯罪行為を真剣に摘発批判しよう」（1971年10月７日）や同「『四人組』
を粉砕する闘争の偉大な勝利」（1976年10月７日）が古くは重要であるが、そ
のほか、七八年憲法下では、同「中央工作会議の閉幕会における講話」（1978
年12月13日）などがとくに重要である(44)。なお、1978年12月段階ごろから顕
著になる林彪と「四人組」を同列にひとくくりにして批判の対象として扱うこ
とには、やはり一定の留保が必要である。
さて、葉は中央工作会議での講話において、「二　民主を発揚し、適法性を
強化する」という節で、つぎの諸点をこう指摘している。つまり、①「わが国
の社会主義的適法性は建国以来より、まだ非常に立派で健全なものにはなって
いない」点に「林彪・『４人組』がしたい放題できた」原因をみいだしたうえ
で、「われわれのこの隙につけ込んだ」「かれらは『公安・検察・法院をたたき
つぶ』し、社会主義的適法性を踏みにじった」とする（これをさしあたり「法
制不備便乗論」とよぶ）。一方でまた、そうしたきわめて困難な時期であるが、
かえってその再建のためには、②「われわれはいささかも恐れず、身をもって
職に殉じることを惜しまぬ一群の検察官および法官をもつことがかならず必要
であ」る（これをさしあたり「独立司法官待望論」とよぶ）として、人的要素
をとりわけ重視する。さらに③「若干の冤罪事件・誤判事件・でっち上げ事件
にたいしては、徹底的な名誉回復を行う必要があ」るが、「これらの事件の再
審査業務は一般的にもとの事件処理要員に主宰させてはならない」（これをさ
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しあたり「名誉回復徹底論」とよぶ）とされている(45)が、それらはけっして「若
干の」問題ではなかった。
なお、筆者は毛沢東の存在こそが重要であったと考えるが、ここではさしあ
たりそれぞれ、①の「法制不備便乗論」からは、「法制完備論」が、②「独立
司法官待望論」からは、「司法官養成論」が、③「でっち上げ」事件を含む「名
誉回復徹底論」からは、今日的にいえば、「公正な司法論」が導き出されよう。
毛の死後まもないいわゆる「４人組」粉砕後、名指しで「林彪・『４人組』」
というタームでかつては「革命」の名で強行された、「文革」中のすべての罪
悪行為がその責任とされ追及され始めた観があるが、くり返していえば、そこ
では、①の「適法性」（法制）の不健全さを林彪・「４人組」の横行の原因のひ
とつとして、直截に位置づけている（「法制不備便乗論」）。つまりそれを、公
安・検察・法院にたいする破壊による社会主義的適法性のきわめて重大な侵犯
をもたらす重要な原因のひとつとみているのである。毛沢東評価ともかかわっ
て、その原因としては大衆の不満の鬱積や官僚主義・「煩瑣」な手続の問題な
どもさきのイデオロギー的な批判の問題性とともにあげられるが、当時の認識
として押さえておくべき論点である。しかしながら、「文革」直前の1966年段
階の人民司法の「革命化」への移行段階においてもその「正規化」からかなり
の程度の乖離がすでに生じていたわけである。
また、②の「いささかも恐れず、身をもって職に殉じることを惜しまぬ一群
の検察官および法官」という表現（「独立司法官待望論」）は「命がけ」の軍人
さながらである。それを体現したような人物があるいは江華であり、③の「名
誉回復徹底論」などを被害のとくに大きかった部門のひとつでもある司法戦線
などにおいて推し進めていくことになる。まさしくこれらの３点は、七八年憲
法下の中国人民司法の「転換期」をそれぞれ象徴する論点であり、方向性であ
る。つまり、①からは「民主と法制」を掲げた法制完備論の登場が、そしてそ
れを前提とした②の司法隊列の建設が漸進的にめざされ、③は「混乱収拾」策
の一環としても位置づけられつつあったのである。
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さらに「改革・開放」政策への転換を決定づけた11期３中総会後の、江華の
「人民法院の活動はいかにして社会主義的現代化建設に服務するのか」（1979年
３月・４月）という講話によれば、「林彪・『４人組』の撹乱と破壊によって、
刑事裁判業務のなかには、多く死刑にし、多く（有罪）判決を行い、重い判決
を行うといった傾向が存在している」との指摘がくわわる(46)。これは率直な
「重罰化」批判ととれる。
一方、先の刑事裁判にくわえて、「民事裁判業務のなかで、一切の民事紛争
をいずれも階級闘争の反映とみなし、一切の民事紛争を処理するには、いずれ
も階級闘争を要とすることが必要であると提起した。したがって、離婚事件を
処理するなかで、政治的な境界をはっきりと画することを理由に離婚を提起し
た場合、その他の状況を問わずに、すべて支持を与えた。財産上の権利利益紛
争事件を処理するなかで、国家および集団の利益を不適切に強調し、公民個人
の合法的な権利利益の保護をなおざりにした。処理の方法において、批判闘争
し、そして『学習班』を開くなどの形を変えた強制手段を用いて、人民内部の
紛争を解決した」という(47)。
これは「批判闘争」会や「学習班」方式などの「強制手段」の家族関係を含
む人民内部における濫用といういわゆる階級闘争拡大化の誤りにたいする是正
と人民司法のソフトな側面の復活であり、民事裁判の再建の課題も刑事裁判に
やや遅れを採りながら提起され始めている。
くわえて、「林彪・『４人組』が極力推し進めた『大衆による裁判』・『門を
開いて事件を処理すること』など、そしてかれらの影響のもとに一時的に流行
した巡回による批判闘争・巡回による判決言い渡しのたぐいのやり方は、社会
主義的適法性の厳粛性を損ない、裁判業務に本来避けることのできる誤りと欠
点をもたらしたばかりではなく、裁判手続に違反するものでもあり、これらの
やり方はかならず廃止しなければならない。今後、必要なときにはまだ判決言
い渡し会を開き、布告を印刷して発することによって、法制宣伝を強化するこ
とが必要である。しかし、判決言い渡し会の規模は適切を要し、布告を発する
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数は制限することが必要であり、布告を貼り出す地点は選択を要する。もし実
際の必要から出発しないで、判決言い渡し会の開催は大きければ大きいほどよ
く、布告の数は多ければ多いほどよいことを一面的に追求するならば、往々に
して民に苦労をかけて財産を損ない、実効性は大きくない」とする(48)。
つまり、「本来避けることのできる誤りと欠点」とはなにかが気になるが、「一
時的に流行した」ものにすぎないかはさておき、大衆独裁の「売り物」である
吊るし上げなどをともなった「判決言い渡し（宣告）大会」にたいする抑制や
規模の縮小の必要性が裁判手続違反としてここで説かれ始めている。しかしこ
こでは、依然として「実効性」が高く「必要なときにはまだ判決言い渡し会」
の開催を容認している点は「七八年憲法の限界」ならぬ「中国司法世界におけ
る社会的事実」の反映という重大な問題を示唆するのである。したがってくり
返していえば、狭義の大衆独裁から広義のそれへとシフトすること自体がこの
時点での課題であり、専門機関と連携した広義の大衆独裁そのものの存在まで
は否定されていなかったともいえる。
ついで、「中共中央が冤罪・でっち上げ・誤判事件の再審査・是正をしっか
りとつかみ、党の政策を真剣に実施に移すことにかんする報告を承認のうえ転
送してつぎのように提起した」。つまり、「今年のうち、再審査業務を基本的に
終了させるように努力することによって、『文化大革命』以来（軍事管制時期
を含む）判示された冤罪・でっち上げ・誤判事件はいずれも是正されうる」と
したうえで、「林彪・『４人組』が横行したとき、多くの事件資料はいわゆる『大
衆独裁隊』・『学習班』によって、拷問による自白の強要という方法で作られた
もので、表面の上でみるといわゆる証拠があるが、すこし掘り下げて調査した
だけで、問題は非常に多かった」ともする(49)。
まさにこれは、「拷問による自白の強要」などを「特色」とするいわゆる「大
衆独裁」批判、とくに狭義のそれにたいする批判にほかならない。
最後に、1978「年、下達した第８回全国人民司法業務会議紀要のなかで、『悪
どい攻撃』罪を打撃の重点に置いた。この提起の仕方は『公安六条』に源があ
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る」とし、「現在、公安部は中央に報告して承認をへて、『公安六条』を取り消
し、『悪どい攻撃』というこの罪名も取り消された」とされる(50)。
さらにその後、「江華同志の一部の高級・中級人民法院および軍事法院の責
任を負う同志の座談会終了時の講話」（1979年４月10日・11日）では、「1966
年以前の正常な秩序を回復した」のを受けて、①「階級闘争の問題について」、
②「民主と独裁、民主と集中の関係について」、③「党紀・行政規律と国家の
法律のあいだの関係について」、④「党委の指導と独立裁判の問題について」、
⑤「事件を再審査する問題について」、⑥「農村のなかの集団所有制を保護す
る問題について」、⑦「政治思想工作を強化する問題について」などの論点が
それぞれ論じられている(51)。
すなわちとりあえず「1966年以前の正常な秩序」の回復こそが混乱の収拾と
いう形でなされ、次節でみるいわゆる「７つの法律」の制定への前提条件が徐々
にととのっていくのであろうが、前々稿でみたように(52)、「1966年以前の正常
な秩序」自体がかなりの混乱をともなうものでもあり、いまだ1956年９月の中
共第８回党大会の路線への回帰、つまり同年10月の２つの総括への部分的な回
帰は直接語られてはいないが、次節の人民司法の「正規化」の再起動において
それらの経験は第８回党大会の法典化路線への回帰や劉少奇の名誉回復をへつ
つ、当然引きつがれていくことになる。なお、他方で「改革・開放」路線の展
開は、一種の自由化の進展や民主化の期待をともなうことでかえってそれにと
もなう副産物としての混乱をも同時にもたらすのである。
本項の最後に、次節につながる江華の「第５期全国人民代表大会第２回会議
にたいして行った最高人民法院活動報告」（1979年６月21日）にふれておく。
早速それによれば、「文革」、林彪・「４人組」批判は「悪どい攻撃」の問題を含め、
こう総括される。つまり、「『文化大革命』のなかで、林彪・『４人組』は社会
主義的適法性を破壊し、社会主義的民主を踏むにじり、広範な幹部・大衆に対
して封建ファシスト独裁を実行し、大量の冤罪事件・でっち上げ事件・誤判事
件をもたらしたが、そのなかで、かなりの数の被害者が各種の刑罰を判示され
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た。ある者は、林彪・『４人組』に反対したがゆえに、そして鄧小平同志が誣
告により陥れられたことに不平をとなえたために、反革命と認定された。ある
場合は、故意ではなく一枚の領袖の画像を損壊したり、一文のスローガンを唱
え間違えたり、標語のなかの一字を書き間違えたりして、拘置され刑が判示さ
れた。ある場合は、林彪・『４人組』による撹乱・破壊がもたらした重大な局
面にたいして不満を示すか、またはある若干の幹部の法律・規律違反行為にた
いして、批判的な意見を提起して、『悪どい攻撃』と認定され、刑罰に処された。
ある者は、林彪・『４人組』について議論していたときに、状況を理解せずに、
党と領袖にたいしてある若干の恨み言を発したがゆえに、『悪どい攻撃』とい
う際限のないレッテルを貼りつけられて刑が判示された。ある者は、家庭の出
身や歴史問題のゆえ、そのうえ間違った話をして、『階級的報復』または『歴
史プラス現行』とみなされて、刑が判示された。はてはある若干の少年児童の
落書きと精神病患者のでたらめな話も反革命として罪が確定され刑が判示され
た。統計によると、『文化大革命』期間で判示された反革命事件のなかで、冤罪・
誤判の比率は、一般に40％前後を占め、ある若干の地区では、あろうことか60
または70％に達し、数の大きさ・比率の高さ・結果の重大さは建国以来これだ
けである」(53)。
なお、ここでの悪名高い「公安六条」における「悪どい攻撃」の問題性の指
摘や「冤罪・誤判の比率」の異常な高さにはとくに注意を要しようが、そこに
はすでに、「ブルジョア」ならぬ「封建ファシスト独裁」という最大級の政治
的敵対者に与えられる批判がみられる。
以上が江華を中心にした、冤罪・誤判・でっち上げにたいする名誉回復の実
施にかんする時系列的なまとめである。さて、次節に入ろう。
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二　七八年憲法下の人民司法における「正規化」の再起動
１）いわゆる「７つの法律」の制定
さて、ここでいう「正規化」の再起動とは、前々稿（上）の、「人民司法の『正
規化』の起動－制度化のモデル捜し」でみた54年憲法制定にともなうそれにつ
づく２度目の起動という意味である(54)。当時は旧ソ連モデルが重要な役割を
果たしたが、今回はどうか。1960年代前半の動きとの関連をもごく簡単にみて
おこう。
まず、いわゆる「７つの法律」のひとつである「中華人民共和国人民法院組
織法」（1979年）によれば、第１条で、「中華人民共和国人民法院は国家の裁判
機関であ」り、そして第30条で、「最高人民法院は国家の最高裁判機関である」
とそれぞれ定めている(55)。「党」ではなく、「国家」を強調する形となっている。
また、第４条は、「人民法院は独立して裁判を行い、ただ法律にのみ従う」
とするが、これは、同人民法院組織法（1954年９月21日、第１期全国人民代表
大会第１回会議採択、以下54年法）第４条と同じであり(56)、そこには、五四
年憲法下の中国人民司法への回帰が部分的にみられるが、78年憲法では、復活
をみなかった法院の独立の規定が維持された。
さらに、「第３章　人民法院の裁判要員およびその他の要員」では、院長・
副院長・廷長・副廷長・裁判員・補助裁判員（第34条）があげられ、54年法と
同じだが（第31条）、それらと節を分けることなく、人民参審員（第38条・第
39条）、書記員（第40条）、執行員・法医・司法警察（第41条）がそれぞれ列挙
されている(57)。
一方、54年法では、同章は、それぞれ「第１節　院長・廷長・裁判員」（第
31条～第34条）、「第２節　人民参審員」（第35条～第37条）、「第３節　その他
の要員」（第38条～第40条）に分かれていたが、最後の「その他の要員」には、
執行員（第38条）、書記員（第39条）のみがあげられていた(58)。
あとで本節の補論２で民事訴訟法の起草の動きについてみるが、さきに動き
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出した刑事訴訟法の1950年代・60年代以来の起草作業のアウトラインについて
ごく大雑把にみておく。
ちなみに張子買主編『刑事訴訟法教程』によれば、①中「国の刑事訴訟法の
起草作業は、はやくは50年代初期にすでに着手され」、「中央人民政府法制委員
会は1954年にかつて『中華人民共和国刑事訴訟法条例』草案を起草した」とい
う(59）。
また、②「『八大』以後」、「半年あまりの時間をへて、『中華人民共和国刑事
訴訟法草案（草稿）』を起草し、合計７編、325条であった」が、その後、「1963
年４月までに、『中華人民共和国刑事訴訟法草案（初稿）』がつくられ、条文は
325条から200条に減った」という(60)。
さらに、③この「1963年の草案初稿を基礎として、前後して草案の修正一稿
および修正二稿を起草した」うえで、1979年６月に修正二稿を５期人大２回会
議に提出して審議を求め、1979年７月１日に正式に採択され」た(61)。
しかも、④「今回の修正過程のなかで、建国以来、とくに10年の動乱期間の
経験と教訓にもとづき、1963年の草案初稿にたいして」、「いくつかの面で比較
的大きな改正と補充を行った」という(62)。
なお、ここには、経済「調整」期の「1966年以前の正常な秩序」への回帰と
いう側面が垣間見られるが、1966年直前の人民司法自体は、けっして「正常な
秩序」とはいいがたい状況に置かれていた。
さてつぎに、第４節でみる民事訴訟法（試行）より一足さきに制定された「中
華人民共和国刑事訴訟法」（1979年）をごく簡単にみておこう。早速それによ
れば、①第３条で「刑事事件の捜査、逮捕（原語は「拘留」－引用者）、予審
については、公安機関が責任を負」い、「拘置（「逮捕」－引用者）の承認、検
察（捜査を含む）および公訴の提起は、人民検察院が責任を負」い、「裁判は
人民法院が責任を負う」としたうえで、「その他のいかなる機関、団体および
個人もいずれもこれらの権力を行使する権限をもたない」と定め、②第４条で、
「人民法院、人民検察院および公安機関が刑事訴訟を行うには、かならず大衆
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に依拠しなければならず」、「一切の公民について法律を適用するうえで一律平
等であり、法律のまえでいかなる特権をももつことはゆるされ」ず、③当該三
機関が「刑事訴訟を行うには、責任を分担し、互いに協力し合い、互いに制約
し合うことによって、法律を正確かつ効果的に施行することを保証しなければ
ならない」(63)などとそれぞれ定めているが、刑事訴訟法における大衆路線の規
定のほか、そこにおける「予審」は公安のそれに限定された点がとくに注目さ
れる。
また前々稿（中）でみた(64)1956年10月の「総括」以来の課題のひとつであっ
た「自訴事件」の範囲については、同法第126条でこう定めている。すなわち、
「人民法院は自訴事件にたいして審査を行ったのち、以下に掲げる情況に従い、
それぞれ処理することができる」。①「犯罪の事実がはっきりし、充分な証拠
のある事件は、開廷して裁判しなければなら」ず、②「かならず人民検察院が
公訴を提起しなければならない事件は、人民検察院に移送しなければなら」ず、
③「罪証に欠ける自訴事件で、もし自訴人が補充証拠を提出できず、人民法院
の調査をへてもいまだ必要な証拠を収集できなかったならば、自訴人を説得し
て自訴を撤回させるか、または却下を裁定しなければなら」ず、④「被告人の
行為が犯罪を構成しない事件は、自訴人を説得して自訴を撤回させるか、また
は却下を裁定しなければならない」とされた(65)。
そして、同法第127条では、「人民法院は自訴事件にたいして、調停を行うこ
とができ」、「自訴人は判決の言い渡しまえに、被告人とみずから和解を行うか、
または自訴を撤回することができる」とし、第128条で、「自訴事件の被告人は、
訴訟の過程のなかで、自訴人にたいして反訴を提起することができ」、「反訴に
は自訴の規定を適用する」とされた(66)。
つぎにここで、「文革」で批判の矢面に立たされたが、その後復活して、当
時の「７つの法律」の制定などを指導した彭真の当時の発言をみておきたい。
それは以下のとおりである。
早速、彭真の「７つの法律草案にかんする説明」（1979年６月26日）によれば、
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いわゆる「７つの法律」のうち、「『中華人民共和国刑事訴訟法（草案）』にか
んして」は、つぎの５点が強調されている(67)。
まず、①「公安・検察・法院の三機関の業務関係は、党の指導のもとに、憲
法・刑法およびその他の法律の規定に従い、社会主義的適法性を共同でまもる
ために業務のなかで分業して協力し、そして相互に制約し合うことによって、
反革命およびその他の刑事犯罪行為に正確に打撃を加えることを保証し、人民
を保護する」としたうえで、こう続けられている。すなわち、「刑事事件の捜査・
逮捕・予審にたいしては、公安機関が責任を負」い、「拘置の承認、そして検
察（捜査を含む）、公訴の提起は検察院が責任を負」い、「事件の裁判は、法院
が責任を負」うとした(68)。ここでも、予審は、公安機関のそれに限定される
点がくり返される。
つぎに、②「公安機関・検察院・法院が法によりそれぞれ、捜査・逮捕・予
審・拘置の承認・検察・公訴の提起および裁判権を行使するほか、その他のい
かなる機関、団体および個人のいずれも、これらの権力を行使する権限をもた
ない」(69)として、いわゆる狭義の大衆独裁を否定したうえで、専門機関との結
びつきを前提にした広義の大衆独裁を維持しつつ、くり返していえば、刑事訴
訟法では、「予審」は公安のそれに限定された。
そして、③「被告人は自分が弁護権を行使するほか、自らの意志に従い、弁
護士・近親者・監護人・人民団体または所属単位が推薦した弁護人に依頼して
かれのために弁護させる権利をもつ」とされる(70)。つまり、弁護士を含む弁
護人依頼の権利にかんする規定が設けられた。
また、④「訴訟手続の面から誣告および偽証を厳格に防止する」とする(71)が、
これは「文革」期に横行した「誣告および偽証」にたいする歯止めをめざすも
のである。
さらに、⑤「証拠を重んじ、調査研究を重んじることが必要であり、自供を
軽信しない」という(72)。すなわち、自白偏重やそれに起因する拷問の実施を
いましめる意味もここには含まれているわけである。
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一方、さきの「『中華人民共和国人民法院組織法（草案）』および『中華人民
共和国人民検察院組織法（草案）』について」は、とりわけ検察院にかんして、
つぎのように述べている。つまり、①「検察院の性質が国家の法律監督機関で
あると確定し」、②「検察院の上級下級の関係をもとの監督関係から指導関係
に改め」、③「国家機関および国家勤務員にたいする検察院の監督はただ刑法
に違反し、刑事責任を追及する必要のある事件に限る」とされた(73)。
ここでは、七八年憲法下において復活した検察機関は、「国家の法律監督機
関」とされ、1950年代なかごろに部分的に実験に移された社会主義的適法性の
監視をになう一般監督機関からいわゆる「中国的特色」をもつ「法律監督機関
へと「変身」した。すなわち、それは五四年憲法下へのたんなる回帰ではあり
えず、経済「調整」期をへた「1966年以前の正常な秩序」への回帰という側面
も同時にあわせもったものである。
とくに以下のように指摘されている点は示唆的である。すなわち、「人民の
この法執行隊列はそののち林彪・『４人組』によって残酷なまでに破壊された。
『４人組』粉砕以来、われわれは検察院を回復し、公安機関および法院を整頓
し、そして強化したが、しかし社会主義的適法性を強化し、そして健全なもの
にするという当面および今後の必要にまだ遠く適応することができない。刑法
および刑事訴訟法をして全面的に貫徹執行させることができるためには、まず
はじめに、政治思想のうえから公安・検察・法院の建設を強化することが必要
であり、社会主義的適法性を強化することにかんする国家の方針、政策および
今回の代表大会が採択した法律、とりわけ刑法・刑事訴訟法・検察院組織法・
法院組織法を用いて、公安・検察・法院の広範な幹部および人民警察の思想を
整頓し、そして統一し、実事求是、調査研究、大衆路線、専門機関の業務と大
衆路線とを互いにも結びつけること、証拠を重んじ、自供を軽信しないことな
どのわが国の司法業務のなかのすぐれた伝統と作風を回復させ、そして発揚す
ることが必要である」(74)とのべている。
これには「文革」中に迫害を受けた本人の言説だけに迫真力があるが、「当
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面および今後の必要にまだ遠く適応することができない」との冷静な現状認識
やきびしい評価もみられ、「わが国の司法業務のなかのすぐれた伝統と作風」
の回復と発揚が「思想」の整頓・統一とともに求められるが、法院を含め、当
時における政法機関の力量不足はあきらかであった。「まずはじめに、政治思
想のうえから」の強化がめざされたゆえんもここにある。一方、物質的な面か
らの再建も重要なのだが。
また、彭真はこうつづける。「公安・検察・法院の機構をすみやかに健全な
ものにし、幹部の隊列を充実させることが必要である。それぞれの戦線から充
分な数を選抜し、そして送り、ことを処理するに公正で、熱心に人民に奉仕し、
社会主義事業に熱心な労働模範・先進的活動家等の老人・中年・青年の優秀な
者が公安機関・検察院・法院に至り業務を行うようにすることが必要である。
これらの者は専門の知識と経験を欠くけれども、しかしその他の社会実践の経
験と知識をもち、定期的な訓練をへれば、業務のなかで学習しながら向上し、
一歩一歩司法業務の玄人となることができる」とする(75)。
なお、これは政法隊列の建て直しや再建が急務であったことがわかるが、こ
こでは葉剣英よりも江華に近い認識が垣間見られる。
くわえて、彭真の「全国検察業務座談会・全国高級人民法院および軍事法院
院長会議・第三回全国予審業務会議における講話」（1979年７月27日）によれば、
とりわけ、「公安・検察・法院の当面の任務は４つの現代化に奉仕することで
ある」という箇所で、以下のように、「専案組」などにもふれている。つまり、
「かつて、林彪・『４人組』がコントロールした一部の専案組」にたいする批判
がなされ、「今後の問題は主として、公安機関にあり、というのも予審は主と
して公安機関が責任を負うからである」としている(76)。すなわち、これは裁
判機関以外による処理や裁判機関などが参加した予審のあり方そのものを批判
したものであるが、ここでは「予審は主として公安機関が責任を負う」とされ、
他の機関による関与を完全には排除していない。
他方、「社会主義的適法性にかんするいくつかの問題－彭真同志の1979年９
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月１日の中央党校における講話摘要」では、つぎの６つの重要な論点があげら
れている。すなわち、①「社会主義的適法性がなければ、社会主義的民主はな
い」、②「法律の前で、ひとびとは平等である」、③「検察院および法院は独立
して職権を行使し、ただ法律にのみ従う」、④「法律と党の方針政策」、⑤「党
委の指導」、⑥「今後法律の学習に意を注ぐことが必要である」がそれぞれ掲
げられている(77)。
とくに、②は78年憲法では規定を欠くが、③について、人民法院組織法の改
正(78)などでは、54年憲法および同人民法院組織法等の規定が法律レベルで維
持された。
また⑤では、１「党委は具体的な事件を審査してはなら」ず、２「党委は一
般的に具体的な事件を審査しないということは、なんでもみな口を出さないの
か」というとそうではなく、「ある若干の特殊な事件については、党委は口を
出さないのはよくないのである」といった箇所が次項との関連でとりわけ重要
であろう(79)。
以上が彭真の一連の報告の時系列的なまとめである。
他方すこし時期的に前後するが、江華も司法隊列の整頓の問題などでまけて
はいない。まず、江華の「いくつかの重要な法律を実施するために準備を立派
に行おう」（1979年７月）という講話によると、「1979年７月13日から30日ま
で北京で全国高級人民法院および軍事法院院長会議が招集開催された」が、「本
文は今回の会議における３回の講話にもとづき、総合的に整理したものであ
る」という(80)。
それによれば、法院系統の要員確保にかかわって、「われわれは初歩的な意
見をもっていて、法院系統の現有要員の５万８千人を今後２・３年内に期間と
グループを分けて20万人前後まで増やすことを提案する」。そして「今年の下
半期のうちに、まず一群の優秀な幹部を配転し、５万人を増やす」ことが数値
目標を掲げてめざされた(81)。
かさねていえば、「現在法院幹部のなかには新参者が多く、かつて司法業務
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に携わったことがなく、また法律業務知識がわからない。古参の同志がおおよ
そ３分の１前後を占め、かれらにはかつて少なからぬ経験はあるけれども、し
かし新しく公布された法律についてかならずしもすべて理解してはおらず、現
在多くの裁判要員は法定の手続に従って裁判を行うことができず、書記員は完
全無欠に尋問筆記録を立派に作成することができない」ともする(82)。まさし
くここに法院の力量不足の一面が露呈した。
しかも、「作風を整頓し、幹部を順次訓練すると同時に、法律の規定に従い、
裁判諸制度および諸手続を樹立することが必要であり、たとえば裁判委員会や
合議廷を回復させ、裁判要員の職名を回復させるなどで、法律の規定に従い処
理することが必要である」として、「ここでいくつかの具体的な問題について
述べる」とする(83)。くり返しになるが、これらはきわめて初歩的かつ重要な
課題といわざるをえない。
すなわち、①「司法幹部警察の学習」の強化や引き続き思想の解放を行い、
②「刑事事件を裁判し、罪を確定し量刑するには、かならず厳格に法律に従わ
なければなら」ず、③「法律が規定する訴訟当事者の訴訟上の諸権利はかなら
ず適切に保障されなければなら」ず、④「法律の規定に従い、公安・検察機関
と人民法院は分担して責任を負い、相互に協力し、相互に制約することが必要
である」とする(84)。
①の「思想の解放」をはじめ、とくに④は、いわゆる狭義の大衆独裁からの
決別と専門の政法機関重視を意味したものである。
また、⑤「人格を侮辱し、人格的権利を侵害する巡回による批判闘争・市中
引き回し・巡回による判決言い渡しなどの合法的でないやり方はいずれもかな
らず廃止しなければならない」と力説する(85)。
ここから「巡回による批判闘争・市中引き回し」などの廃止をめざして、「文
革」からの決別の決意がうかがえるが、さきの彭真の発言との微妙なニュアン
スの違いはさておき、それはなかなか一筋縄にはいかない問題である。まさに
これは人民司法の「正規化」の再起動への一歩にほかならない。
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⑥「幹部および人民大衆に対する法制宣伝教育を強化」し、最後に⑦「法院
が独立して裁判するという問題」が取り上げられている(86)。
そして最後に、江華の「司法要員が法を執行するにはまず法を学ぶことが必
要である」という一文では、「当面、われわれは以下のいくつかの問題をとく
に注意することが必要である」として、つぎの諸点に言及している。つまり、
①「法律の規定に従い、裁判の諸制度および諸手続を樹立し、そしてそれを健
全なものに」し、②「事件を裁判し、罪を定め、量刑することは、かならず法
律に厳格に従わなければなら」ず、③「法律が定める訴訟当事者の訴訟上の諸
権利はかならず、適切に保障されねばなら」ず、④「刑事事件の捜査権、検察
権および裁判権については、法により公安機関、人民検察院および人民法院が
それぞれ行使」し、⑤「刑事被告人にたいして、人格を侮辱し、人格的権利を
侵害する巡回による批判闘争、巡回による判決言い渡しおよび市中引き回しな
どのやり方は、いずれも合法ではない」などがそれである(87)。
とくに④では、「かつての、ある法院が捜査と予審に参与するか、または審
理をへずにただ判決だけを出すなどのやり方は、法律に違反するものであり、
断固として是正しなければならない」とする(88)。ここではいわゆる「事前介入」
や「先定後審」の問題にかかわる論点が提示されているが、それは、公安・検
察・法院のうち、後順位の検察による前順位公安の予審などへの介入、法院の
捜査や予審への参加などをさすと考えられる。
さらに⑤では、「巡回による批判闘争、巡回による判決言い渡しおよび市中
引き回し」を「合法ではない」として、「文革」からの決別がかさねて表明さ
れている点がとりわけ示唆的である。
以上が江華の一連の報告の時系列的なまとめである。
ちなみに、王舜華らの『中華人民共和国刑事訴訟法釈義』によると、1979年
刑事訴訟法第４条で「人民法院、人民検察院および公安機関が刑事訴訟を行う
には、かならず大衆に依拠しなければなら」ないと定めたのは、そのさい、「か
ならず大衆に依拠し、大衆に便利で、大衆の意見を聴取し、大衆の監督を受け
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なければなら」ないということであるが、「絶対に専門機関の役割を取り消す
か、またはおろそかにしていいということを意味しているものではなく、広範
な人民大衆に依拠することと専門機関とを互いに結びつけることを実行し、あ
わせて専門機関を主とするという原則のことである」とする(89)。
この点にかかわって、まさしく筆者がいう大衆が専門機関にとってかわる狭
義の大衆独裁から、両者の結合をめざす広義の大衆独裁へのシフトがみられる
点は、その意義と限界をみきわめねばならない。つまり、ここで「大衆路線」
そのものの位置づけはけっして低くなっていない点に留意することが肝要であ
る。
さらには、唐永禅ら編『中華人民共和国刑事訴訟法概論』では、「刑事訴訟
のなかで、それ（人民公安機関－引用者、以下同じ）は、主として刑事事件に
たいする捜査・逮捕（原語は「拘留」）・予審に責任を負う」とし「捜査（予審
を含む）」という(90)。
またそこには、「大衆による捕獲移送」という節があり、刑事訴訟法と「逮
捕拘留」条例で、「以下に掲げる被疑者にたいして、いかなる公民もすべて即
座に公安機関、人民検察院または人民法院にそれを捕獲して移送して処理させ
ることができる」とし、①「まさに犯罪を実行しているか、または犯罪ののち
即時に発覚された者」、②「指名手配を受け、事件となっている者」、③「脱獄
逃亡した者」、④「拘置するためにまさに追跡している者」がそれに含まれる
とされている(91)点がとりわけ注目される。
以上は前々稿・前稿以来一貫してこだわってきた予審等にかんする若干の補
足である。
補論２－民事訴訟法の起草作業について
さて、本稿の第４節で1982年の民事訴訟法（試行）にふれる予定であるが、
ここで少し1950年代・60年代以来の民事訴訟法の起草作業についてごく簡単に
ふれておこう。
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ちなみに、柴発邦主編『民事訴訟法学』によれば、民事訴訟の立法化の歩み
は、おおよそこうなる。すなわち、ふるくは「1950年12月31日に『中華人民共
和国訴訟手続通則（草案）』を起草し、ふたつの重要な原則をかさねて確認した」
という。つまり、①「反動的な司法機関が人民を抑圧し、煩瑣で遅延した形式
主義の訴訟手続を根絶」し、「人民に便利で、簡易迅速で、実事求是の訴訟手
続を実行する」こと、②「人民法院が事件を裁判するにあたり、いかにして実
体法を適用するかという」ことを規定した(92)。
また、同「『通則』はさらに、民事事件の管轄、案内（問事）、代書、訴えの
提起、回避・忌避、送達、代理、調停、審理、事件受け入れの簡便で明快な処理、
判決、訴えの提起の取消し、暫時の先行処理、暫時の先行執行、筆記録、保存
文書、上訴、抗告、判決の確定執行、再審、裁判監督などの問題について、そ
れぞれ規定を行ったが、その主要な内容を簡単に紹介する」(93)と以下のとおり
である。
①「事件の管轄にかんして、『通則』は原告が被告に近づく原則、すなわち、
被告の住所地または営業所、事務所所在地の法院が管轄すると定め」、②「事
件受け入れの簡便で明快な処理にかんして」も定めた(94)。
③「『通則』は再審および裁判監督についてそれぞれ規定を行ったが、再審
をつぎのように分けた。つまり、再審の訴えと裁判監督手続によって行われる
再審の2種類である」とする(95)。
一方、『当代中国的審判工作』下によれば、その後、①経済調整期の「1963
年７月、最高人民法院は第１回全国民事裁判業務会議を招集開催した。会議は
最高人民法院が提出した『民事裁判業務の若干の問題にかんする意見』および
『民事政策を貫徹執行するうえでいくつかの問題にかんする意見』を討論のう
え採択した。この二つの文書の修正稿は1963年11月11日に全国の各級人民法
院に印刷発行し、試行させた」と(96)。
また、②検察機関とは異なり、「文革」の後期の「1972年以後、人民法院の
組織機構は一歩一歩回復した。民事裁判業務の正常な秩序を回復させるため、
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若干の省・市の法院は前後して民事裁判手続制度の試行弁法を総括し」、「1973
年11月７日、最高人民法院は『若干の省・市の法院が民事裁判手続制度を整頓
し、健全なものにした状況』を総合し抄録編集し、各地の人民法院に発給した」
という(97)。
その後、③「改革・開放」期のはじめの「1978年12月から1979年１月まで、
最高人民法院は青島で第２回全国民事裁判業務会議を招集開催し」、最高人民
法院は「『民事政策法律を貫徹執行することにかんする意見』および『人民法
院の民事裁判事件手続の規定（試行）』を提出した」とする(98)。
なお、『法学』によれば、「この『規定』は合計11の部分、すなわち、事件の
受理、審理前の準備作業、事件の状況の調査および保全措置の採用、調停、開
廷審理、判決・裁定、上訴、執行、不服申し立てと再審、答礼訪問（回訪）、
事件資料の保存である」。また、「この『規定』の基本的精神は『総括』と同じ
であるが、ある若干の点は『総括』と異なり、その相違点は以下のとおりであ
る。」すなわち、①「事件管轄を規定し、一般地域管轄、指定管轄および級別
管轄を際立たせた。級別管轄を比較的詳しく定めたのにたいして、『総括』は
管轄についてまだ規定をおいていない」。②「答礼訪問制度を規定し、人民法
院は処理済の民事事件にたいして裁判業務の効果を検証するために、重点的に
答礼訪問を行うことによって裁判業務の効果を検証できることを明確に指摘し
た」。③「人民法院のある若干の事務処理細則についても、民事事件を裁判す
る手続を制定するなかで規定を設けた」(99)と。
以上が民事訴訟をめぐる立法化の歩みのアウトラインのひとこまである。
（注）
（１）拙稿「中国における人民司法の『正規化』と『調整期』－続『五四年憲法下の司法』再考－」
（上）（中）（下・完）、『九州国際大学法学論集』第10巻第１号（2003年12月）、第２・３合
併号（2004年３月）、同第11巻第１・２・３合併号（2005年３月）、以下それぞれ、前々稿
（上）（中）（下）と略称する。なお、同「五四年憲法下の中国人民参審員制度」（上）（下・
完）、同上第12巻第１号（2005年12月）、第２・３合併号（2006年３月）もある。
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（２）拙稿「七五年憲法下の中国人民司法の『革命化』と『調整期』」（上）・（下・完）（『九
州国際大学法学論集』第13巻第３号、2007年３月、同第14巻第１号、2007年７月、以下
前稿（上）・（下）と略称する）。
（３）辻康吾『転換期の中国』（1983年８月、岩波新書（黄版）239）、ⅰ－ⅵ、ⅳ―ⅴ。なお、
前稿（下）、39－40頁をあわせて参照願いたい。一方、浅井敦『中国憲法の論点』（1985
年３月、法律文化社、以下『論点』と略称する）では、「第一部　中国の近代化と法」（１
頁以下）の「第二章　“転換” の表層と深部」（28頁以下）で、「法律学の領域における問題」、
「中国法理論の転換」について、「その『質』」が重要であると論じている（29頁）。
（４）福島正夫・幼方直吉・長谷川良一『中国の裁判』（1957年９月、東洋経済新報社）、１
－６頁。
（５）同上、１頁。なお、滋賀秀三『清代中国の法と裁判』（1984年12月、創文社）では、「“裁
判の行政的性格” ないし “行政の一環としての司法” とでも称すべき性格」を想定し、「そ
のような性格を最も純粋に、かつその他の体制はあり得ないかのごとく全く自然に、極
めて長期にわたって持続し来り、したがって、そのような性格に基づく限りでの発達の
極をきわめたともいうべきところに、中国の特色がある」としている（８頁）が、現代
においても、「その他の体制はあり得ないか」。建国後の人民司法の「正規化」の歩みは、
挫折すべくして、挫折しただけなのか。
（６）『中国の裁判』、２頁、４頁。なお、それによれば、「1935年にいたり日本・ドイツの法
典を焼き直したいちおう近代的な『法院組織法』を公布、1946年にそれを修正、三級三
審制に改めたが」、「形式的な裁判の独立も裁判と検察の対立を強調したものにすぎなかっ
た」という（２頁）。
（７）林韋・徐䊳・蘇沛編『“四人幇” 批判』（1983年８月、中国社会科学出版社、以下『批判』
と略称する）、296頁。なお、ここでは、「社会主義的立法」にたいする批判となっているが。
（８）拙著『現代中国司法「制度」史研究－1957年～1959年』（2000年１月、明石書店、以下
前著と略称する）を参照願いたい。なお、國谷知史「建国期の裁判制度」（『季刊中国研究』
第５号、特集・中国の裁判制度、1986年11月、中国研究所、以下『裁判制度』と略称する）
によれば、「抗日根拠地の裁判制度」（４頁以下）で、「辺区の裁判制度という場合、馬錫
五の審判方式が有名であるように、審判方式・実践における創造性にスポット・ライト
があてられてきたのは、基本的な組織機構の面からみると」、福島らによるといわゆる「旧
中国の司法制度」とされる「国民政府の法制を受容しており、その運用の面でこそ中共
の司法政策の特徴が強く具現され」、「逆にその司法政策を執行するために、司法機構それ
自体が変化してくる」という（５頁）興味深い相互作用が指摘されている。こうした傾
向性は、「大躍進」期、そして「文革」期にも程度の差こそあれ徐々にエスカレートしていっ
たといえまいか。
 　ちなみに、李娟「馬錫五審判方式産生的背景分析」（『法律科学』2008年第２期、163－
169頁）によれば、「辺区司法の背景は主として、司法実践のなかの苦境であり、主にふた
つの側面があり、ひとつは、拷問による自白の強要の問題であり、もうひとつは、辺区
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政府が定めた法律と地方の風俗民情との力の綱引き（「張力」）である」とされる（166頁）
が、そこでは、馬と「哥老会とのつきあい」にもふれられていて（168頁）、興味深い。
（９）『中国の裁判』、６頁。なお、前稿（上）、235(6)－230(11)頁を参照願いたい。
（10）同上、７－24頁、７－９頁、７頁。なお、「第七章　人民法院の審理」（114－130頁）の「１
公開裁判と傍聴人の役割」（114－118頁）なども重要であり、とくに「第１図　上海市法
院離婚事件の法廷図」（119頁）が裁判長らと同列に書記員が並んでいるのにたいし、「第
２図　北京市法院責任事故刑事事件の法廷図」（同頁）では、裁判長らにむかって左側に
書記員と弁護人（さらには被告人）が、右側に検察員と証人がそれぞれ位置している点
は興味深い。
（11）浅井敦「Ⅶ　政治と法－憲法を中心として」（『現代中国の政治世界』、岩波講座　現代
中国　第１巻、1989年９月、岩波書店、以下浅井論文と略称する）、249頁、250－251頁。
その後、鈴木賢『現代中国相続法の原理－伝統の克服と継承－』（1992年７月、成文堂）
が上梓された。そして、いわば「連続」史観にたつ高見澤磨『現代中国の紛争と法』（1998
年９月、東京大学出版会）では、「固有法期と現在とで全てを置き換え可能なものとして
とらえることができるだろうか」という問いを発し、「地域末端の組織化は、固有法期以
来民国期にも行われてきたが、現在の中華人民共和国の居民委員会や村民委員会に見ら
れるほどには徹底されてはいなかった」とする（223頁）。
 　一方で、高見澤は、「第四章　紛争認識－紛争の激化と説理・心服による防止－」（177
－215頁）の「第三節　『矛盾の転化』、『民間紛争の激化』（184－203頁）で、「民憤」（200
－201頁）の重要性についてふれ、「根拠地法期以来今日まで『民憤』は重い位置を占めて
きた」とする（201頁）。ちなみに、「第二章　紛争解決制度の問題点－説理・心服を支え
る要因として－」（79－109頁）で、「中国の紛争解決制度、とりわけ民事紛争における判決・
強制執行手続きの実行について問題があるが故に、当事者及びその周囲の人々の納得を
得ながら手続きを進めざるを得ず、それが説理・心服構造を必要としている」（79頁）が、
これは筆者のいう中国人民司法のソフトな側面を特徴づける民事紛争にたいする「裁判」
であり、それらが「激化」したり、「民憤」が突出すると、そのハードな側面が刑事裁判
において顔を出すことになる。
 　他方で「断絶」については、さしあたり、浅井敦の『論点』の「第二部　中国憲法の論点」
（51頁以下）の「第一章　法文化の継承と断絶」（53頁以下）の「国民党の六法全書と中
共中央の指示」（53－58頁）などを参照願いたい。
 　なお、高見澤磨「現代中国法研究の現状と課題」（『中国－社会と文化』第９号、1994
年６月）では、「法文化概念を用いた現代中国法研究」が「留意すべき」点として、①「法
文化という概念を用いること自体の落し穴」、②「法史学的素養の必要性」、③「空白の
時代」すなわち「清末法制改革・民国法制などをとびこしての比較」の「危うさ」をそ
れぞれあげている（274－275頁）。
（12）浅井論文、257－259頁、258頁。なお、浅井敦の『論点』の「第一部　中国の近代化と
法」（１頁以下）の「第一章　現代中国法・再生への検証」（３頁以下）の「三　文革に
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よる法学教育の破壊」（15－22頁）によれば、つぎのような指摘がなされている。すなわ
ち「いったい裁判所にせよ、また検察機関であれ、それが真に人民のものになっている
のであれば、それを大衆が、理由もなしに『たたきつぶして』しまうことが、果して考
えられるであろうか」とし、「裁判官が検察官を兼ね同時に警察官でもあるような裁判制
度を人民は容認できるものであろうか」と疑問を連発する。そしてこう続けている。つ
まり、「そうした問題を解決する方途が確立しないかぎり、文革を克服しその傷痕を真に
いやすことはできないのではあるまいか。文革の否定とは、その名を冠して呼ばれる歴
史的一時期にあらわれた特異現象の否定としてのみあるのではなく、そもそも文革を『可
能にした』中国の歴史的、社会的および政治的条件の克服でなければならない」と（17頁）。
それははたして可能か。
（13）浅井論文、259頁。しかしながら、「七五年憲法の構造」を「当時存在した中国」司法「世
界における社会的事実をある意味では正直に反映するものであった」とするならば、こ
こでそれを「七八年憲法の限界」とのみみるよりも、その後の82年現行憲法で意識的に
削除されたこうした「社会的事実」の現存こそが「当時」に限らず、今日においても重
要と考える。
 　なお、木間正道「78年憲法と国家機構の現段階」（『比較法研究』41号、1979年、168－
175頁）によれば、「４　国家裁判機関と国家検察機関」（172－173頁）で、「ひと口に林彪・
四人組による法制破壊ないし冤罪、誤審、デッチ上げ事件といっても、それがどの時期
にひき起こされたのか、またどのような手段によってもたらされたのか、といった点に
ついて断片的に語られるだけであり、実態は判然としない」（173頁）としたうえで、当
時における「民主と法制をめぐる論議の中には、彼らによる法制破壊の歴史を二段階に
分け、第一段階の起点をプロ文革初期の『公安・検察・法院』の組織的破壊＝奪権の時
期におき、第二段階は公・検・法の一部の権力を簒奪しこれを利用して独裁の矛先を革
命的幹部と大衆に向けた時期であ」る「とする主張もみられる」点を指摘している。さ
らに、「四人組が人民法院に対しても一定の影響力を及ぼし得るようになったのは、73・
４年以降のことであ」り、「第二段階における冤罪、デッチ上げ事件の場合でもそのすべ
てに人民法院が直接関与（判決）している訳でな」く、「この種の事件に関する人民法院
の対応（処理）の仕方には」、①「人民法院の『判決』の形式がとられている場合」、「『裁
判監督〈監督審〉』の手続き」「によって処理するか、または『上訴』」「という方法があ」
り、②「それ以外の場合には巡回法廷、人民来信来訪などによる『不服申し立て〈申訴〉』
という方法がとられている」とする（同頁）。
（14）《江華伝》編審委員会編『江華伝』（2007年７月、中共党史出版社）、347頁。それによ
れば、1960年１月にかれは「中共浙江省委第一書記」に就任していた（511頁）が、1966
年の10月に、「北京で浙江造反派による批判闘争にあ」い（318頁）、また「1967年２月上
旬に、江華は造反派によって」「浙江美術学院の『牛舎』に監禁され」、屈辱を受けたと
いう（320頁）。そのうえ、浙江省高級人民法院院長などをつとめるかれの妻、呉仲廉は
迫害を受け死（「自殺」とされたが「他殺」の疑いがある）にいたったとする（322－325頁）。
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 　なお、西条正『二つの祖国をもつ私　ハルビンから帰って十五年』（1980年８月、中公
新書584）の「第四章　逮捕された養父」（91－113頁）、「第五章　養父の刑務所生活」(114
－141頁)、「第六章　養父の名誉回復」（142－167頁）では、1970年４月15日の「公審大会」
などについての詳しく紹介がある（114頁以下）。とくに、1979年段階で、「養父は北京の
江華最高人民法院院長に直訴することを決め」、「江華院長に手紙を出した」ことにふれて
いる点（156頁）は興味深い。
（15）『江華伝』、349頁。また、前稿（下）、35－36頁をあわせて参照願いたい。なお、「功績
垂青史　風範留人間－張維談《江華伝》」（本報記者　呂坤良、『人民法院報』2007年８月
18日）や張愍「江華領導復査糾正冤仮錯案記」（『人民法院報』2007年８月25日）もある。
（16）『江華伝』、361頁。
（17）江華「同華東地区各高級人民法院領導同志的談話」（1977年10月）（『江華司法文集』、
1989年７月、人民法院出版社、以下『江華文集』と略称する）、３－４頁。なお、前稿（下）、
36頁をあわせて参照願いたい。ちなみに、七五年憲法下のいわゆるプロ独裁論としては、
さしあたり野間清・浅井敦・近田尚己共訳『プロレタリア階級独裁のために－中国新憲
法の性格と任務－』（上海人民出版社版、1976年５月、東方書店）がある。
（18）同上（『江華文集』）、５頁。
（19）江華「在掲発批判林彪、“四人幇” 的座談会上的講話」（1977年11月30日）（『江華文集』）、
６－７頁。なお、「江青同志、公安、検察、法院について語る」（「1966年12月18日夜の談
話」）（前稿（上）の注(59)、188(53)頁）を参照願いたい。
（20）同上（『江華文集』）、８頁。
（21）「中華人民共和国憲法」（1978年３月５日、中華人民共和国第５期全国人民代表大会第
１回会議採択）陳荷夫編『中国憲法類編』（1980年12月、中国社会科学出版社、以下『類編』
と略称する）、９頁以下、15－16頁。なお、「最高人民法院関於人民法院陪審的群衆代表産
生辧法的通知」（1978年３月27日）（最高人民法院研究室編『中華人民共和国司法解釈全
集』、1994年７月、人民法院出版社、以下『全集』と略称する、20－21頁）をあわせて参
照願いたい。
（22）葉剣英「関於修改憲法的報告」（1978年３月１日在中華人民共和国第５届全国人民代表
大会第１次会議上的報告）（『類編』）、19頁以下、29頁、36－38頁。なお、雲南省高級人
民法院編『認真学習新憲法　加強社会主義法制』、供司法幹部学習使用、1978年５月所収
の江華「厳格依照新憲法辦事」、20－26頁、原載は『紅旗』1978年第５期と同「実施新憲
法是人民法院的光栄職責」、27－35頁、原載は『人民日報』1978年５月23日もある。
（23）『江華伝』、355頁。
（24）「第八次全国人民司法工作会議紀要（節録）」（1978年５月26日）（『中華人民共和国刑事
訴訟法学習参考資料』第一輯総類、中国人民大学法律系刑法教研室刑訴小組、1980年５
月、以下『学習資料』と略称する）、271頁。
 　また、針生誠吉「中国憲法の新課題と研究方法」（『法律時報』51巻２号、1979年）に
よれば、①「中国はいま180度の転換を行ない、法学研究の新時代が訪れようとしてい」
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て（50頁）、②「『第八次人民司法工作会議』がひらかれ、四人組時代の極端な裁判軽視
の傾向から、180度の転換が行なわれた」とする（51頁）。さらに、同「中国法の現状と
理論研究」（『ジュリスト』688号、1979年４月15日号）では、「Ｂ　司法整備強化」（101頁）、
「Ｃ　刑法、刑訴、弁護士制度」（101－102頁）などにふれている。
（25）同上（『学習資料』）、272頁。
（26）同上、274－277頁。なお、そのあと、「三　『４人組』を摘発批判する偉大な闘争を徹底
的に行おう」（277－280頁）、「四　新憲法を学習し、新憲法を宣伝し、新憲法を実行し、
社会主義的適法性を強化しよう」（280－286頁）とつづく。ちなみに、「大衆の代表による
参審の問題にかんして」は、「一審事件では、簡単な民事事件、軽微な刑事事件および法
律がべつに定める事件をのぞき、かならず大衆の代表が審理に参加しなければなら」ず、
また、「大衆を発動して事件にたいして討論させ、そして処理のための意見を提出させる
問題にかんして」は、重大な反革命事件および刑事事件にたいして、証拠を調査して事
実が確実となったのち、大衆を発動して討論させ、そして処理のための意見を提出させ
る」が、「しかし、国家機密に関係のある事件はのぞく」とする（285頁）。
（27）さしあたり、前々稿（下）、158(57)－155(60)頁を参照願いたい。
（28）江華「在第八次全国人民司法工作会議上的報告（節録」（1978年４月25日）（『学習資料』）、
286頁以下、287－289頁。
（29）同上、288－289頁。
（30）同上、289頁。
（31）同上。
（32）同上、291－299頁。
（33）同上、295頁。
（34）同上、299頁以下、301－310頁。
（35）同上、308－310頁。とくに、「大衆の代表による参審の問題にかんして」、「大衆の代表
は、選挙で選出しなければならないが、臨時に招聘してもよい」が、「大衆の代表が事件
に参審するときは、裁判員と同等の権利をもつ」としている点は注目される（309頁）。
なお、これらのうち、『江華文集』の同報告からは、「法院における犯人の拘置」「大衆の
代表による参審」「大衆を発動して事件にたいして討論させ、そして処理のための意見を
提出させる」は削除されている（26－27頁）。ちなみに、82年現行憲法では削除された人
民参審制や大衆発動型の事件の討論などのうち、少なくとも前者の人民参審員制度は今
日においても存続を認められている。
（36）江華「在黒龍江、遼寧、安徽三省人民司法工作会議上的講話」（1978年７月、８月）（『江
華文集』）、28－35頁。
（37）同上、35頁。なお、「中共中央関於慎重処理 “文化大革命” 中打、 、搶問題的通知（節
録）」（1978年８月13日）（『中華人民共和国法律規範性解釈集成』、1990年10月、吉林人民
出版社、以下『集成』と略称する）によれば、その精査と打撃の対象には、「単独で打撃・
破壊・強奪一掃運動を行ってはならず、ひとびとに関門を通過させることをしてはなら
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ず、拷問による自白の強要を行ってはならず、看板を下げさせたり、罰としひざまずか
せたり、引き回して闘争してはならない」とする（21頁）。ちなみに、「最高人民法院関於
平反糾正冤仮錯案応制作何種法律文書的復函」（1978年12月13日）（《人民法院年鑑》編輯
部『人民法院年鑑・1988』、1992年６月、人民法院出版社、以下『年鑑・88』と略称する、
339頁）も参照願いたい。
（38）江華「在最高人民法院全体幹部会上的講話」（1978年10月12日）（『江華文集』）、37－38頁。
（39）同上（『江華文集』）、40頁、45頁。
（40）江華「積極開展復査和糾正 “文化大革命” 期間判処的冤仮錯案件的工作」（1978年11月
２日）（『江華文集』）、50頁。一方で、「最高人民法院関於来信来訪中不服人民法院判決的
申訴案件応按審級処理的通知」（1979年９月29日）（全国人大常委会法制工作委員会本書
編写組『中華人民共和国刑事訴訟法実用全書』、1996年５月第１版、1997年２月第２次印
刷、中国法制出版社出版、以下『実用全書』と略称する）によれば、「当面、投書・陳情
における不服申し立て事件については、党の諸政策の実施および社会主義的適法性の強
化につれて、投書・陳情のなかで人民法院の判決に不服な申し立てで、林彪・『４人組』
がもたらした冤罪・でっち上げ・誤判事件ばかりでなく、『文化大革命』以前に判決を下
した事件にたいして不服申し立てを行ったものも相対的に増加している」（505頁）とす
るが、これは「1966年以前の正常な秩序」への回帰だけでは限界があることを示している。
 　なお、「最高人民法院関於対 “文化大革命” 前判処的刑事案件提出的申訴応如何処理的
通知」（1980年２月15日）によれば、「『文化大革命』期間の冤罪・でっち上げ・誤判事件
を再審査し是正する過程で、各地の人民法院は『文化大革命』以前に判示した刑事事件
にたいして提起された一部の不服申し立てをも処理した。各地で処理した状況からみて、
『文化大革命』以前に判示した刑事事件の大部分は、正確である。しかしある若干のとき
に、種々の原因により、確かに若干の事件で誤った判決が下された」とする（『実用全書』、
510頁）。したがって、「『文化大革命』前に判示した刑事事件にたいして全面的な再審査は
行わない」（同頁）というが、ここでいう「ある若干のとき」や「種々の原因」とはなにか。
（41）『江華伝』、369頁。
（42）曽漢周「在全国刑事審判工作会議上的報告（節録）」（『学習資料』）、310－327頁（なお、
原載は、『人民司法』1978年第４期）。ちなみに、『江華伝』では、「1978年10月20日に、第
２回全国刑事裁判業務会議が上海で招集開催され」た（366頁）というのは、21日のあや
まりである（『江華文集』、50頁）。
（43）同上（『学習資料』）、315－318頁。ちなみに、そこでは、「目下、全国各級人民法院には、
いまだなお審理が終結していない×万余件の刑事事件が存在する」という（314頁）。
（44）葉剣英「認真掲批林彪集団的反革命罪行」（1971年10月７日、『葉剣英選集』、1996年３
月、人民出版社、412－418頁、以下『葉選集』と略称する）や同「粉砕 “四人幇” 闘争的
偉大勝利」（1976年10月７日、同上、444－448頁）のほか、七八年憲法下では、同「在中
央工作会議閉幕会上的講話」（1978年12月13日、同上、493－502頁）などがある。さしあ
たり、範碩『葉剣英在1976』（修訂本）（1995年12月第２版、中共中央党校出版社）を参
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照願いたい。なお、それによると、「４人組」の由来としては、「毛沢東が1974年７月17日
に、中央政治局委員たちに面と向って、かれらを『４人組』と正式に命名した」ことが
あげられている（27頁）。
 　ちなみに、『批判』では、「第三編　政治」（253頁以下）の「第三章　プロレタリアート
独裁」（282頁以下）の①「『全面奪権』から『全面独裁』へ」（282－285頁）、②「『全面独裁』
はファシスト独裁にほかならない」（285－293頁）が重要である。また、それにつづく、「第
四章　社会主義的適法性の問題」（293頁以下）では、②「政法機関を攻撃して民主原則
を貫徹する必要があるという『４人組』の謬論を批判する」（299－304頁）点などが関連
する。
（45）葉剣英「在中央工作会議閉幕会上的講話」（1978年12月13日）、『葉選集』、497－500頁、
499頁。
（46）江華「人民法院工作如何為社会主義現代化建設服務」（1979年３月・４月）（『江華文集』）、
60－75頁、65頁。なお、「中共中央関於地主、富農分子摘帽問題和地、富子女成分問題的
決定（節録）」（1979年１月11日）（『集成』、193頁）をあわせて参照願いたい。
 　ちなみに、「資料１　中国共産党第11期中央委員会第３回総会コミュニケ（1978年12月
22日）」によると、党の11期３中総会は「全国的範囲において林彪・『４人組』を摘発、
批判する大規模な大衆運動が基本的に勝利のうちに遂行されたことに鑑み、1979年から
全党の活動の重点を社会主義的現代化の建設に移すべきであるむね決定した」とされる
が、この会議こそが今年の年末に30周年をむかえる重要な「転換点」である。なお、こ
こで「大規模な大衆運動」を利用している点は、いわゆる「四大民主」の問題も含め、
一方で「文革」の枠をこえきれないこの時期の「転換」の限界でもあるのだが。また、
「総会コミュニケ」はつづけてこうも指摘している。つまり、「検察機関と司法機関はしか
るべき独立性を持たなければならない。法律と制度に忠実で、人民の利益に忠実で、事
実に忠実でなければならない。人民が自らの法律の前で誰もが平等であることを保証し、
何人も法律を超越した特権をもつことは許されない」と（太田勝洪・小島晋治・高橋満・
毛里和子編『中国共産党最新資料集』上巻（1985年７月、勁草書房、『資料集』上と略称
する）所収の「資料１　中国共産党第11期中央委員会第３回総会コミュニケ（1978年12
月22日）」（原載は、『北京周報』1978年52号）、１頁、８頁）。とくに、「検察機関と司法機
関はしかるべき独立性を持」つという指摘は重要である。これはのちの1979年の人民法
院組織法の改正をへて、82年憲法の制定で憲法上の規定が復活し、さらにその文言にあ
わせて83年の人民法院組織法の改正に反映されることになる。
（47）同上（『江華文集』）、66頁。
（48）同上、68－69頁。
（49）同上、72頁。
（50）同上、75頁。なお、《中国公安辞典》編審委員会『中国公安辞典』（1999年９月、群衆出
版社）によれば、「公安六条」（155頁）で、「党の11期３中総会後、1979年２月17日、公安
部は中共中央に報告して承認をえて、この規定を取り消した」という。
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（51）「江華同志在部分高、中級人民法院和軍事法院負責同志座談会結束時的講話」（記録に
もとづき整理、1979年４月10日・11日、『学習資料』、186－202頁、原載は『人民司法』
1979年第４期）。
 　なお、小口彦太『現代中国の裁判と法』（2003年３月、成文堂）では、ここでの「江華の、
現在、死刑案件は省党委員会の審査と承認を得ることになっているが、これは、このた
び全人代で刑法・刑事訴訟法が採択され、最高人民法院が死刑の裁判を行ない、あるいは、
審査し同意を与える（「核准」）ことになっても変わることはないとの、露骨な発言」に
ふれている（18頁）。ちなみに、この江華の発言は、つぎのとおりである。すなわち、「現在、
死刑事件は、省委に報告して審査のうえ意見を求め、10の方面の死刑事件や渉外刑事事
件は、最高人民法院に集中して中央に報告して意見を求める必要がある。次回の全国人
民代表大会が、もし刑法・刑事訴訟法を採択すれば、最高人民法院が死刑を裁判するか、
または審査許可する必要があり、実際には死刑権は中央に回収するが、法律には最高人
民法院が裁判し、または審査許可すると書くしかない」と（『学習資料』、197頁）。
（52）前々稿（下）、157(58)－155(60)頁。
（53）江華「向第五届全国人民代表大会第二次会議作的最高人民法院工作報告」（1979年６月
21日）（『江華文集』）、79－80頁。なお、その後、『江華伝』によれば、1979年「７月に招
集開催された全国高級人民法院院長会議において、かれはまた再審査業務の状況と問題
をいちだんと理解した。そして８月に、かれは最高人民法院党組『冤罪・でっち上げ・
誤判事件を再審査し、そして是正する業務を有終の美を飾る形で完成させるうえでのい
くつかの問題にかんする中共中央にたいする請訓報告』を主宰して起草した（371－372
頁）。「中共中央は、1979年12月31日に、この報告（中発〔1979〕96号文書）を承認のう
え転送した」（373頁）。「1980年８月、かれは最高人民法院党組『文化革命期間の死刑誤判
事件を再審査し是正することのいくつかの意見にかんする中共中央にたいする請訓報告』
を主宰して起草した」。さらに、「1980年９月22日に、中共中央はこの報告（中発〔1980〕
71号文書）を承認のうえ転送し」たという（373頁）。ちなみに、原文は、「最高人民法院
党組関於復査糾正 “文化大革命” 期間錯判死刑案件的幾個意見的請示報告（節録）」（1980
年９月22日、中共中央が承認の上転送）（『集成』、207－208頁）にある。
（54）前々稿（上）、133（24）－121（36）頁を参照願いたい。
（55）「中華人民共和国人民法院組織法」（1979年７月１日、第５届全国人民代表大会第２次
会議通過、以下79年法と略称する）（『類編』）、66頁、72頁。なお、「７つの法律」とは、
地方各級人民代表大会および地方各級人民政府組織法・全国人民代表大会および地方各
級人民代表大会選挙法、人民法院組織法・人民検察院組織法・刑法・刑事訴訟法・中外
合資経営企業法の７つである。
（56）79年法（『類編』、67頁）、「中華人民共和国人民法院組織法」（1954年９月21日、第１届
全国人民代表大会第１次会議通過、以下54年法と略称する）（同上、302頁、303頁）。
（57）79年法（同上、73頁）、54年法（同上、309頁）、79年法（同上、74頁）。
（58）54年法（同上、309－311頁）。
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（59）張子買主編『刑事訴訟法教程』（1987年６月第２版、群衆出版社、以下『教程』と略称
する）、57頁。
（60）『教程』、58頁。
（61）同上。
（62）同上、59頁。それによると、こうなる。すなわち、①「第１章で刑事訴訟法の指導思
想および基本原則を明確に規定し、かつまた新たな条項を増やした」。②「刑事訴訟法の
任務は正確・適時に犯罪事実をはっきりと調査し、犯罪者に懲罰をくわえることを保証
する必要があるとともに、無罪の者が刑事上の追及を受けないように保障する必要もあ
ることを明確に規定した」。③「人民法院、人民検察院および公安機関は刑事訴訟活動の
なかで大衆とたがいに結びつくという原則を実施し、かならず大衆に依拠し、大衆に便
利で、大衆の監督を受けなければならないことを肯定した」。④「公安・検察・法院の三
機関が刑事訴訟を行うには、分担して責任を負い、相互に協力しあい、そして相互に制
約しあわなければならず、かならず厳格に法によりことを処理し、法定の手続に従い、
訴訟活動を行わなければならないことを強調し」、「とくに検察機関の訴訟活動における法
律監督作用をいかにしてよりよく発揮させるかについて、多くの新しい規定を設けた」。
⑤「司法機関はかならず当事者およびその他の訴訟参加者が法により享有する訴訟上の
権利を保障しなければならず、とくに被告人およびその弁護人に弁護権を十分に行使さ
せることをいかにして保証するかについて、よりいっそう具体的で明確な規定を行った」。
⑥「『事実を根拠とし、法律を準則とする』原則を貫徹するために、司法要員が証拠を客
観的、全面的に収集し、審査し、そして判断することをいかにして保証するかについて、
とくに拷問による自白の強要を厳禁し、誣告、偽証を防止するなどの面について、重点
的に多くの新規定を行った」。⑦「捜査における被告人の拘留期限と起訴審査・１審・２
審の事件処理の期限を明確に規定した」。⑧「原則性と柔軟性をたがいに結びつける、お
よび法律の条文は簡明で、要領をえ、通俗的で、わかりやすいことに力を尽くすべきで
あるという原則にもとづき、公安・検察・法院三機関内部の事務処理手続に属する若干
の条項を簡素化したことによって、条文は初稿の200条から164条に減った」という（同
頁）。
（63）「中華人民共和国刑事訴訟法」（1979年７月１日、第５期全国人民代表大会第２回会議
で採択）（公安部政策法律研究室編『公安法規彙編　1950－1979』（1980年９月、群衆出
版社、以下『公安法規』と略称する）、34頁、35－36頁。
（64）前々稿（中）、128(17)－121(24)頁。
（65）「中華人民共和国刑事訴訟法」（『公安法規』）、58頁。
（66）同上、58－59頁。
（67）彭真「関於七個法律草案的説明」（1979年６月26日）（『彭真文選』、1991年５月、人民
出版社）、368頁以下、375－376頁。なお、この1980年１月１日施行の刑事訴訟法第155条
第３項で、「死刑を執行するには、公布しなければならないが、衆目にさらすべきではな
い」（『公安法規』、64頁）として、見せしめとしての公開処刑を法的に「禁じている」。
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ちなみに、加々美光行『漂白中国－転換期アジア社会主義論』（1988年３月、田畑書店）
所収の「禁止のための公開処刑」（177頁以下）で、新島淳良はこう述べている。つまり、
「彭真が委員長になって刑法をつくった年」＝1979年「は、見せしめの公開処刑が一番多
かった年で」あり、「あのときはもう何かというと死刑を公開した。そうしなかったら、
復讐を禁止できない」と（177頁）。1980年から「見せしめの公開処刑」が法的には「不応」
となるので、駆け込み「需要」もあったのであろうが、その後も後を絶つことはない。
 　一方、浅井敦「刑法の成立過程寸見」（現代化中国の法と社会　第１回、『法律のひろば』、
1980年３月号）以降の長期の連載は、1979年１月から10月まで「外交官待遇を与えられ
ながら、中国における法律制度整備の初期の状況を現地に在ってつぶさに観察し続けた
一人の日本人法律家として、感ずるところ多かった中国での生活のあれこれを、ここに
思い付くまま何回かに分けて、書き留め」た「雑多な印象記」・「個人的見解」の発表の
場として始まったが、ここで彭真についてこう語られている。つまり、「魁偉な彭真・全
人大常委会副委員長兼法制委員会主任の容ぼう」にふれたうえで、「陝西省の一人民公社
から北京にもどって間も無いというのに、全人大開催準備のための、そしてそれが開催
されてからの、同氏の活躍ぶりはめざましいものであった」。「憲法の一部改正をはじめと
し、中国にはじめて体系化された社会主義の刑法規範を定着させるための刑法典草案の
提案趣旨説明を行うなど、重要立法のすべてに法制委員会最高責任者・彭真氏の細心の
心くばりと強力な指導力がおよんでいた」とする（58頁。なお『論点』では、「刑法典公
布に思う」、168－169頁）。
（68）彭真「関於七個法律草案的説明」、375頁。
（69）同上。
（70）同上、376頁。
（71）同上。
（72）同上。
（73）同上、377－378頁。
（74）同上、380頁。
（75）同上。380－381頁。
（76）彭真「在全国検察工作座談会、全国高級人民法院和軍事法院院長会議、第三次全国予
審工作会議上的講話」（1979年７月27日）（彭真『論新時期的社会主義民主与法制建設』、
1989年１月、中央文献出版社、以下『新時期建設』と略称する、17－28頁、彭真『論新
中国的政法工作』、1992年３月、中央文献出版社、以下『新中国工作』と略称する、171
－181頁）、引用は『新時期建設』、17頁、20－21頁。
（77）「関於社会主義法制的幾個問題－彭真同志1979年９月１日在中央党校的講話摘要」（引
用は『学習資料』、原載は『理論動態』、1979年164期、中共中央党校理論教研室編）、104
－114頁。
（78）1979年の改正人民法院組織法第４条に、「人民法院は独立して裁判を行い、ただ法律に
のみ従う」という規定がある（『類編』、67条）。
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（79）同上（『学習資料』）、112頁、113頁。なお、「彭真同志在全国公安局長会議上的講話」
（1979年９月16日）（『学習資料』、114－129頁、原載は『人民公安』1979年11期、また『新
中国工作』、182－189頁にも一部を除き収録）によれば、①「思想路線の問題」、②「階級」
の問題、③「社会主義的適法性がなければ、社会主義的民主はない」という問題、④「３
つの機関の関係」、⑤「幹部」の問題にふれられている(『学習資料』、115－129頁)。
（80）江華「為実施幾個重要法律做好準備」（1979年７月）（『江華文集』）、87－94頁、87頁。
（81）同上、90頁。
（82）同上、91頁。
（83）同上。
（84）同上、91－92頁。
（85）同上、92頁。
（86）同上、92－93頁。なお、「江華院長在全国高級人民法院和軍事法院院長会議上的講話」
（1979年７月13日・21日）（『学習資料』、202－211頁、原載は『人民司法』1979年10期）
もある。
（87）江華「司法人員要執法先要学法」（『学習資料』、211－219頁、原載は『紅旗』1979年８
期）、引用は『学習資料』、218－219頁。
（88）同上（『学習資料』）、218頁。他方、「認真学習人民法院組織法」（『人民司法』社論、『学
習資料』、138－145頁、原載は『人民司法』1979年９期、159頁、引用は『学習資料』、
141－145頁）によれば、ここでも「人民法院は独立して裁判を行い、ただ法律にのみ従う」
原則と一切の公民は法律を適用するうえで一律平等である」原則にふれられている。そ
して、「為宣伝和執行刑事訴訟法而努力」（『人民司法』社論、原載は『人民司法』1979年
８期、『学習資料』、156－160頁、とくに159頁）では、「たとえば、ある者は刑事訴訟法規
があると、『さらに面倒』になる、『さらに事件処理がよくなくなった』、『敵にたいする闘
争の手足を縛る』、『労働が重複する』、『ただ事件を正しく処理さえすれば、法定の手続制
度は執行してもしなくても関係ない』、相互制約は『あら捜しをすることである』、『欠点
をみつけることである』などと考える」という。
 　ちなみに、「予審活動規則」（1979年８月20日）（「予審工作規則」（1979年８月20日、公
安部制定、全国人民代表大会常務委員会法制工作委員会　審定『中華人民共和国公安法
律全書』、1995年５月、吉林人民出版社、以下『公安全書』と略称する、275－278頁）に
よれば、「総則」の第１条で、「予審活動に関係のある『中華人民共和国刑事訴訟法』の規
定を正確に実施し、事件処理の質を保証し、敵に正確に打撃をくわえ、人民に保護する
ために、とくに本予審活動規則を制定する」とし、第２条で「予審活動は公安機関のひ
とつの専門の業務であり、公安活動の重要な構成部分であり、刑事訴訟手続のなかのひ
とつの重要な環である」とする（275頁）。
 　その「任務は、『被告人』（被疑者－引用者、以下同じ）の全犯罪事実を正確、適時に調
査して明らかにし、刑事責任を追及しなければならないその他の者を追跡調査し、無罪
の者が冤罪または誣告により害されないように保護することである」（第３条）という（同
― 111 ―
七八年憲法下の中国人民司法の「転換期」と「正規化」(上)
頁）。
 　そして、同規則によれば、第３条はこうつづく。すなわち、「したがって、予審要員の
職責は『被告人』の有罪または無罪を実事求是で調査して明かにし、犯罪の情状の軽重
を調査して明らかにし、犯罪の性質および罪名を正確に認定し、捜査によってえた罪証
資料が確実なものかどうかを検証して実際を調査し、敵を勝手気ままにさせず、善人に
冤罪を受けさせないことを保証することであるべきである」（３条）とされる（同頁）。
 　第４条で「予審活動の範囲は、『拘留』（逮捕）を承認し、犯人（被疑者）を『逮捕』（拘置）
したのちに始まり、予審が終結し、処理を行うか、または人民検察院に移送して起訴さ
せるまでである」（同頁）。しかも、「拘置・逮捕・捜索」（276－277頁）、「被疑者の取調べ」
（277頁）、「証拠の収集」（277－278頁）、「予審の終了」（278頁）がつづく。
 　また、「犯人（被疑者）の取調べ」では、第26条の第２項で「大衆を組織して、犯人に
たいして批判闘争または引き回しによる闘争を行うことを厳禁する」と定めている(277
頁)点は、特筆に値する。
 　なお、浅井敦の『論点』では、「第三部　中国法の散歩道」（163頁以下）の「第一章　
中国生活断想1979」（165頁以下）の「三　国宝盗難事件」（172頁以下）で、「預審」「預審
工作」「預審人員」にふれている（174－176頁）が、同「国宝盗難事件と『予審』問題」
（現代化中国の法と社会　第７回、『法律のひろば』、1980年10月号）では、こう率直に述
べられている。すなわち、浅井は、「中国の裁判をより正確に認識するためには、公判以
前の実情を可能な限り知っておくことが重要であり、この点についての考察を欠くこれ
までの中国司法制度研究」「の限界を、強く感じてきた」として、こうむすんでいる。つ
まり、「確かに、刑事訴訟法は、公安機関の権限として、捜査、勾留、予審の３つを明記
している（第３条）。そして同条の規定の仕方からみて、捜査と予審とは、訴訟上の手続
きとしては別個のものであると考えるのが自然であろう」が、この事件にかんして、「捜
査段階では、尋問、証拠収集など、訴訟法上、被疑者・被告人に対する捜査と規定して
いるものが、すべて犯人に対する予審という表現で語られている。捜査と予審との区別
について全く無自覚とさえ感ぜられるような言葉の用法に終始している」。「刑事訴訟の実
態面に、予審問題のあいまいさを生むような現実が、なにか存在するのであろうか」と（83
頁）。一方、同「刑訴法の立法過程」（現代化中国の法と社会　第２回、『法律のひろば』、
1980年４月号）によれば、さらに問題はこうなる。すなわち、「中国刑事訴訟法において
は、裁判をとおして初めて事件の真実が明らかになるというよりは、むしろ事実は裁判
以前の段階において解明されているのであり、裁判は当事者がそのことを最終的に確か
め合う場と考えられているのではないか」。「裁判の政治的社会的機能に対する評価問題が
絡んで、刑事訴訟の中で裁判が占めるウエイト、役割、ひいては刑事訴訟の構造そのも
のに変化が生ずるのは、ありうることである」としたうえで、具体的には、草案段階で
はあるが、「刑訴法第３条は『予審』が公安機関の権限に属することを規定しながら、『予
審』手続についてはなにも定めていないため、『予審』の性格、そこで取調べる事項の範囲、
被疑者・被告人の地位等一切明確でない。これがわが国旧刑訴下の予審でないことは明
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らかだが、正式の審判に対して予審といわれる手続が意味をもつはずなのに、公安機関
が自らの捜査結果をさらに確認するための行為に『予審』の語をあてるのも、奇妙である。
本法において『予審』を独立の訴訟手続段階としなかった理由を、実際の処理の仕方も
含めて」、「知りたい」とする（59頁）。
（89）王舜華・徐益初・張仲林・肖賢富・傅寛芝『中華人民共和国刑事訴訟法釈義』（1980年
５月、群衆出版社）、４－５頁。
（90）唐永禅・何顕光・庄淑珍・孫孝福編『中華人民共和国刑事訴訟法概論』（1981年６月、
群衆出版社）、44頁。
（91）同上、125頁。なお、これは、1979年刑事訴訟法第42条および1954年「逮捕拘留」条例
第６条および1979年条例第７条の規定である（「中華人民共和国刑事訴訟法」、「中華人民
共和国逮捕拘留条例」（1954年）、同条例（1979年）、『公安法規』）、43頁、85頁、88頁。
（92）柴発邦主編『民事訴訟法学』（修訂本）（1987年６月第二版、法律出版社、以下『法学』
と略称する）、31－32頁。また、「民事事件裁判手続き（草稿）」（最高人民法院形・民訴訟
経験総括弁公室、1957年）（『裁判制度』、147－163頁）もある。それによると、「以下は『各
級人民法院民事事件裁判手続きの総括』にもとづいて作成した条文である」という（147
頁）。なお、原文は、「民事案件審判程序（草稿）」（1957年）（『全集』）、1661－1667頁。
（93）『法学』、32頁。
（94）同上。
（95）同上、33頁。なお、その後、前々稿（中）でもみた「1956年10月、最高人民法院は『各
級人民法院の民事事件裁判手続にかんする総括』を印刷発行し」た（同上、34頁）。また
ふたたび、前々稿（中）、128(17)－121(24)頁を参照願いたい。
（96）何蘭階・魯明健主編『当代中国的審判工作』下（1993年12月、当代中国出版社）、11頁。
なお、「最高人民法院関於民事審判工作若干問題的意見（修改稿）（節録）」（1963年８月28
日）（『全集』、1667－1671頁）がある。
（97）同上、14頁。
（98）同上、18頁。なお、「人民法院審判民事案件程序制度的規定（試行）」（1979年２月２日、
最高人民法院発布）（『集成』、670－675頁、『全集』、1671－1676頁）および「最高人民法
院関於貫徹執行民事政策法律的意見（節録）」（1979年２月２日）（『人民法庭実用手冊』、
1988年４月、人民法院出版社、以下『実用手冊』と略称する、235－256頁、『年鑑・88』、
352－357頁）を参照願いたい。
（99）『法学』、36－37頁。なお、この「規定（試行）」（『集成』）によれば、その内容は以下
のとおりである。すなわち、「一　事件の受理」（670－671頁）、「１事件の受け入れ（「収
案」）」、「２事件の管轄」、「二　審理前の準備作業」（671頁）、「１提訴審査手続が完備して
いるかどうか」、「２訴状の副本を被告に手渡」すことなど、「３当事者の持つべき訴訟上
の権利を告知する」（671頁）、「三　事件の状況の調査および保全措置の採用」（671－672
頁）、「四　調停」（672頁）、「五　開廷審理」（672－673頁）、「１開廷して事件を審理する
には、準備作業を十分に行うべきである」、「２開廷審理の手続」、「３審理の終了、審理の
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中止および審理の合併」、「六　判決・裁定」（673－674頁）、「１集団討論」、「２審査（「審
批」）」、「判決の処理に必要か、または裁判委員会の討論をまだへていない事件について
は、院長に報告して審査させることが必要である。重大な事件および渉外事件は同級の
党委に報告して審査させるべきである」、「３判決書および裁定書の作成」、「４判決の言い
渡し」、「５欠席判決にかんして」、「七　上訴」（674－675頁）、「八　執行」（675頁）、「１判
決および裁定が正しいが、当事者が故意に執行を引きのばしたり、または拒んで執行し
ない場合」、「２もしも原判決および原裁定が不当に属する場合」、「３もしも判決・裁定に
あいまいではっきりしない点が含まれていて執行するすべがない場合」といった原因別
の処理、「九　不服申し立てと再審」（同頁）、「１不服申し立て」、「２再審」、「十　答礼訪問」
（同頁）、「十一　事件資料の保存」（同頁）である。
